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JTP 2026 年 7 月 31 日

2488 東証スタンダード / サービス業 QUICK 企業価値研究所 前田俊明、小勝智恵

クラウド環境の構築・運用支援などを展開する独立系 SIer 

会社概要 

ICT システムの設計・構築から運用・保守までを手掛ける 

ICT（情報通信技術）システムの設計・構築から運用・保

守までを手掛ける独立系 SIer（システム構築業者）。近年は、

クラウド環境の設計・構築から運用・監視までを網羅するサービ

スに注力する。IT 人材の教育サービスや AI 関連サービス、セキュ

リティサービスなどを提供するほか、医療機器や化学分析装置

の保守サービスなどのライフサイエンス事業も手掛ける。 

業績の動向 

事業構造の転換が進み 18/3 期以降は業績拡大局面 

2010 年代は、クラウドサービスの普及など業界環境が移り変

わる中で事業構造の転換が課題だった。東日本大震災が発生

した 11/3 期は営業赤字に転落。コスト適正化などで翌 12/3

期には営業黒字に転じ、以降も営業黒字が続く。事業構造の

転換が進んだ 18/3 期以降は業績拡大局面に入った。26/3 期

に続いて、27/3 期も増収、営業増益を見込む。 

株価・関連指標の動向 

業績拡大などを背景に PBR は足元 1.8 倍前後 

業績拡大への期待などから PBR は 19 年に 3 倍程度に上昇

した。その後は下落したが 1 倍を割り込むことはなく、足元は 1.8

倍前後となっている。 

株価チャート 

 

株価・指標  （表示単位未満四捨五入） 

株価(26/7/30 終値) 1,395.0 円 

年初来高値(26/5/26) 1,549.0 円 

年初来安値(26/3/30) 1,117.0 円 

単独 PER(27/3 期会社予想) 10.92 倍 

単独 PBR(最新実績) 1.89 倍 

 基準 BPS 738.73 円 

予想配当利回り(27/3 期会社予想) 3.58 ％ 

 1 株当たり年間予想配当金 50 円 

普通株発行済株式数 6,016 千株 

普通株時価総額 83.9 億円 

 

 

Not Rated 

本資料は正確性、客観性を重視したスポンサードリサーチレポー
トであり、レーティングは付与しておりません。本資料の配布は日
本国居住者のみを対象としております/This material is only 
intended to be distributed to residents in Japan. 

業績データ 会計基準：日本基準 （ ％は前期比増減率 ） 

決算期 売上高(百万円) 営業利益(百万円) 経常利益(百万円) 純利益(百万円) EPS(円) 

単 25/3 期(実績) 9,211  13.4% 820  29.9% 828  24.4% 562  16.6% 99.28  

単 26/3 期(実績) 9,897  7.4% 963  17.4% 980  18.3% 686  22.0% 120.65  

単 27/3 期(予想) 10,000  1.0% 1,000  3.8% 1,000  2.0% 700  2.0% 127.74  

注：予想は会社予想。ただし、予想 EPS は会社予想純利益をベースに当研究所で算出している 
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１. 会社概要・沿革 

ICT システムの設計・構築から運用・保守までを手掛ける 

（１） 会社概要 

同社は、日本に進出する海外のテクノロジー企業向けに、テクニカルサービス、ヘルプデスク、トレーニングなどの

技術サービスのアウトソーシングを提供する日本サード・パーティ（現、JTP）として設立された。以来、海外顧客の

日本での事業展開をサポートするだけでなく、日本のエンドユーザー（実際に製品・サービス・システムなどを利用す

る顧客）に対して新しいテクノロジーを届け、新しい IT の選択肢を提供したいという想いで、世界の IT ベンチャー

企業からトップ企業まで多くの企業と取引を行っている。 

現在の事業は、ICT システムの設計・構築から運用・保守に至る各段階での支援サービスやクラウド環境の構

築・運用支援、AI サービスの提供、セキュリティ、教育/研修サービス、ライフサイエンス（医療、化学）分野の保

守など。AI 関連では「Third AI」を提供。組織内規程や自社製品マニュアルなどを Third AI に連携することで、

業務内で文章を作成する際に必要な情報を取得したり、文章の大枠を作成したりといった実用事例がある。ク

ラウド関連では、クラウド環境の設計・構築から運用・監視に至るまで、関連業務を網羅するトータルサービスを提

供する。ある大手メーカーでは同社のサービスを採用しパブリッククラウドに移行した。パブリッククラウドのメリットを

活用した柔軟な IT インフラを実現するとともに、初期費用と月額の運用費の両方でコスト削減を達成した。 

DX 推進を目指す顧客企業に対しては、技術面から全面的に支援するイネイブラー（世話焼き人）として専

門的な技術サービスを提供する。イネイブラーは同社が目指す姿であり、本レポートで幾度となくふれるキーワードで

ある。 

イネイブラーとは技術力のみならず、課題解決力を持ち、顧客に寄り添う存在となるエンジニア。豊かな対話力

と思考力を持ち、顧客の実現したいことを、技術を活用して解決することができる人材・組織が同社の目指す姿。

イネイブラーは、顧客の指示通りにシステムを開発・運用する従来の SIer（システム構築事業者）の役割からの

脱却を意味する。顧客のビジネス課題そのものに深く踏み込む。対話を通じて本質的なニーズを掘り起こし、最適

な技術を用いた解決策を提示する。最終的には顧客自身がその仕組みを運用し、改善を行える「自走」状態に

まで導く。戦略的パートナーへの進化を目指すものである。同社は 30 年までに「業界随一のイネイブラー」になるこ

とを目指している。 
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（２） 会社沿革 ★UPDATED 

創業期（1987 年～2000 年代） 

1987（昭和 62）年、創業者の森和昭氏（1940 年生）が「日本サード・パーティ」として設立した。80 年代

には、海外では技術サービスのアウトソース（外部委託）が製品を販売する企業とアライアンス（協力関係を結

ぶこと）を組んで行う事業として確立していた。高い技術力を持ち、メーカーでもユーザーでもない第三者（=サー

ド・パーティ）が技術サービスを提供する。これが「日本サード・パーティ」の社名の由来である。 

同氏は立石電機（現・オムロン）在籍中の米国出張時に「TPM（サード・パーティ・メンテナンス）」の存在を

知った。この TPM を知ったことが創業のきっかけとなった。日本ではメーカーが製品の販売から保守・メンテナンスま

でを手掛けていたが、米国ではすでにシステムの維持・保守を専門とする TPM が担うのが一般的だった。TPM は

メーカーとユーザーの間に立つ独立した存在である。同氏は米国での精密機器の販売に伴うアフターサポート体制

の構築を任されており、現地に向かう機内で偶然隣に乗り合わせた米国人から TPM の活用を提案された。同氏

は米国に到着後、TPM を行う会社を探し出し、サポート体制を整備した。この経験を通じて、TPM が日本にない

ことが海外ハイテク企業の日本進出の妨げになっている。良いものは不均衡なくだれもが利用できるようにすべきと

いう理念のもと、日本でも TPM が必要であると考えた。 

創業翌年の 88 年には関西事務所、名古屋市に東海サービスセンタを設置。91 年には福岡に九州サービスセ

ンタを設置し、全国に拠点を拡大していった。当初は海外のハイテク機器メーカーが日本市場に進出する際のテク

ニカルサービス、ヘルプデスク、トレーニングなどの技術サービスのアウトソーシングを提供した。最初の顧客は当時の

世界的なハイテク企業である米国のサン・マイクロシステムズ社。CPU ボードの修理サービスを受託した。同氏の人

脈に加え、海外メーカーの潜在需要を取り込み、事業は順調に拡大。保守・メンテナンス業務から始まり、ヘルプ

デスク、コンピュータやネットワーク機器の設置などを行うフィールドサービス、IT 人材育成のためのトレーニングへと事

業を多角化した。 

 

図表1-(1)-1．イネイブラーとは

(出所)会社ホームページ
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転換期（2000 年代～） 

2002 年、創業者の次男で現・代表取締役会長である森豊氏が入社した。06 年に AWS（Amazon Web 

Services）がサービス提供を開始するなど IT 業界では仮想化やクラウドコンピューティングへと技術トレンドが変化

していた。同社はこの大きな潮流変化を認識しつつも、サーバーやネットワーク機器といった IT 資産を顧客が自前

で保有・運用するオンプレミス環境での、保守サービスやサポート業務などを提供するビジネスが主体だった。 

同社は 06 年に旧ジャスダックに上場し、08/3 期には過去最高益を更新したが、以降は暗転した。11/3 期は

営業損益段階で赤字に転落した。コスト適正化などにより翌 12/3 期には営業黒字に転換したものの、東日本

大震災の発生により多くの企業がサーバーへの依存度を減らし、クラウドにシフトする動きが強まったことなどもあり、

売上高は 13/3 期まで減少が続いた。 

 

新たなビジネスモデルへの転換（2014 年～現在） 

2010 年代は IT 業界を取り巻く環境が移り変わり、同社も事業変革が必要な時期を迎えていた。事業構造

の転換を迫られる中で 14 年に森豊氏が代表取締役社長に就任した。同氏は従来のハードウエア製品主体の

保守事業から、「クラウドコンピューティング」「ビッグデータ」などを中心としたエンドユーザー主体のソフトウエアサービス

事業へと舵を切った。組織をフラットにし、社員が興味を持つ分野、成長が期待できる分野に挑戦することを奨

励する企業文化の醸成にも注力した。 

16 年に AI コンピューティングカンパニーである NVIDIA 社と総括サポート契約を締結し、関係を強化。17 年に

AI を用いた新サービス「Third AI（サードアイ）」の提供を開始した。当初の「Third AI」はコンタクトセンター業務

に AI を簡便に活用できるプラットフォームを提供するもので、「Third AI」に機能を加えながら現在も注力するビジ

ネスの一つである。「クラウドコンピューティング」では関連分野の拡大に向け、同分野で高いシェアを誇る AWS の

認定技術者を育成するための教育投資を強化した。これらの取り組みを通じて、同社は IT メーカーのサポート企

業からエンドユーザーにソリューションを提供する企業への転換を図った。事業領域は AI、セキュリティソリューション

などに広がり、売上高は増加基調に転じた。 

19 年にインドに支店を開設。IT 大国であるインドには IT エンジニアが多数おり、同社の IT スキルアセスメントツ

ール「GAIT」を活用してエンジニアのスキルを可視化・集約化することで、日本企業が求める IT エンジニアの採用

支援にも取り組んでいる。20 年に発生したコロナ禍では顧客による IT 投資の一時的な先送りなどがあった。一

方、在宅勤務の普及など急激な社会構造の変化に対応する必要性から、同社への DX（デジタルトランスフォー

メーション）に関する相談が増加。同年 5 月にはエンドユーザーへの提案力、販売力に強みのある日商エレクトロ

ニクス（現、双日テックイノベーション）と資本業務提携の契約を締結し、事業領域の拡大等に取り組んでいる。 

創業から 30 年以上経ち、顧客からは社名である日本サード・パーティより JTP の社名で呼ばれる機会が多くな

っていた。そこで、21 年に社名を顧客から親しまれていた「JTP」へ変更し、新たな成長のための「第 2 創業」と位

置付けた。同社は 30 年までに「業界随一のイネイブラー」を目指し、顧客の最も身近な第三者として寄り添い、

困りごとがあるときに声がかかる関係性の構築を目標としている。 
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図表1-(2)-1．会社沿革

年月 事項

1987年10月
海外ハイテク機器メーカの日本市場参入における際の技術サービス支援を目的として、東京都港区に日本サードパーティ（現

JTP）を設立

1988年 4月 大阪市に関西事業所を設置

1988年 7月 名古屋市に東海サービスセンタを設置

1991年12月 福岡市に九州サービスセンタを設置

1992年 4月 本社にUNIXトレーニングセンタを設置、教育事業に進出

1993年11月 英国サービステック社と「サードパーティ・メンテナンス」事業で業務提携

1994年 7月 ワークステーション及びPCサーバのインテグレーション及びインストレーション業務を開始

1994年11月 フィールドサービス部門で化学分析機器サービス事業に進出

1995年 5月 中国天津市に市政府合作で中日国際電子計算機職業学校を設立

1996年12月 本社を東京都港区高輪三丁目5番23号に移転

1997年 2月 企業経営者向けコンピュータ教育等教育事業の差別化を図るため、関連会社ジェー・ティ・ピー・プラザを設立

1997年 2月 LANネットワーク部門を分離し、関連会社ジェイ・ティー・ピー ネットワーク・コミュニケーションズを設立

1998年 7月 データエントリー業界への参画を目的として、関連会社データ・エントリー・ソリューションを設立

1999年12月 業務用UNIXサーバ・ワークステーション・リマーケティング業務を開始

2000年 2月 ロジスティック業務における物流管理と作業状況管理のためのバーコードシステムを開発、東京テクニカルセンタに導入

2000年 5月 ジェイ・ティー・ピー ネットワーク・コミュニケーションズの業務を整理統合し、当社に吸収合併

2000年10月 本社にITトレーニングセンタを開設

2000年12月 部品検査及びロジスティック作業者の受け皿及びピークカット機能を目的として、子会社日本リファビッシュを設立

2002年 6月 日本サード・パーティに商号変更

2003年 1月 医療用具の修理業を事業目的に追加

2003年 3月 医療用具専業修理業許可を取得

2003年 7月 東京都品川区に品川テクニカルラボセンタを開設

2004年 2月 建設業（電気工事・電気通信工事）免許を取得

2004年 4月 本社を東京都港区港南二丁目15番1号に移転

2004年 6月 電気工事業、電気通信工事を事業目的に追加

2005年 3月 医療用具輸入販売業許可を取得

2005年 4月 中国におけるサービス・サポートの拠点として、中国上海市に子会社上海薩徳帕迪信息技術有限公司を設立

2005年11月 韓国におけるサービス・サポートの拠点として、韓国ソウル市に子会社韓国サード・パーティを設立

2006年 6月 ジャスダック証券取引所に上場

2006年 8月
日本市場及びアジアパシフィック市場へ参入する海外IT企業の情報収集・マーケティングの前線拠点として子会社Japan Third

Party of Americas,Inc.を設立

2007年 1月 医療機器販売業・医療機器賃貸業許可を取得

2007年 6月 医療機器の販売、賃貸を事業目的に追加

2007年 8月 東京都中央区に銀座ソリューションセンタを開設

2008年 6月
電子計算機並びにその周辺機器の販売、電子計算機並びにその周辺機器による計算処理業務の受託、出版業を事業目

的に追加

2008年 7月 子会社日本リファビッシュの商号をITPセールスに変更

2009年 9月 一般社団法人インターナショナル・エシカル・ハッカー・エンジニア・コンソーシアムを設立

2009年10月 一般社団法人行政刷新研究機構を設立

2010年 2月 本社にクラウドコンピューティング教育センタを開設

2011年 5月 本社を東京都品川区北品川四丁目7番35号に移転

2011年 6月 本店の所在地を東京都港区から東京都品川区へ変更

2012年10月 創立25周年記念式典を帝国ホテルにて開催。世界標準のITスキルアセスメントテスト「GAIT（ゲイト）」の提供を開始

2013年 6月 ソーシャルメディア・キュレーションサービス「Wayin（ウェイイン）」の提供を開始

2013年11月 第一種貨物利用運送事業許可を取得
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（３） 企業理念（Philosophy） 

企業理念 

同社は企業理念について、以下のように定めている。 

図表1-(2)-1．会社沿革②

2014年 6月 第一種貨物利用運送事業を事業目的に追加

2014年 9月 東京テクニカルラボセンターを東京都品川区西五反田七丁目22番17号へ移転

2014年12月 栃木県小山市に小山サービスセンターを開設

2015年 1月 ヒューマノイドロボット：NAO（ナオ）に関するサービスを開始

2015年 6月 北海道岩見沢市に岩見沢サービスセンターを開設

2016年 6月 古物の売買を事業目的に追加

2016年 9月 夢真ホールディングス（現　オープンアップグループ）と資本業務提携

2016年 9月 古物商許可を取得

2016年11月 東京都八王子市にJTPインテグレーションセンタを開設

2017年 5月 第1種医療機器製造販売業許可を取得、医療機器製造業を登録

2017年 6月
医療機器の製造、製造販売、貸与および倉庫業を事業目的に追加、AI（人工知能）を使った新サービス「Third　AI（サー

ドアイ）」の提供を開始

2018年 2月 労働者派遣事業許可を取得

2018年11月 倉庫業許可を取得

2019年 4月 大阪府吹田市に関西医療テクニカルセンタ(KTC)を開設、ノイダ市にインド支店を開設

2019年 6月 毒劇物輸入、および販売業務と有料職業紹介事業を事業目的に追加

2019年 7月 AI画像認識により推奨商品を検索するThird AIマーケティングソリューション「レコメンドアイ」の提供を開始

2019年 8月
クラウド運用サービス「Kyrios（キリオス）」の提供を開始、愛知県名古屋市に中部サービスセンターを、京都府京都市に京都

サービスセンターをそれぞれ開設

2019年11月 2021年3月期～2023年3月期第1次中期経営計画を策定

2019年12月 有料職業紹介事業許可を取得

2020年 5月 日商エレクトロニクスと資本業務提携

2020年12月 アースアイズと資本業務提携

2021年 4月 JTPに商号変更

2022年 4月 東京証券取引所スタンダード市場へ移行

2022年 9月 東京テクニカルラボセンターを東京都港区三田三丁目13番12号へ移転

2023年 4月 IT技術に特化した体系的な学習プラットフォーム「Learning Booster」の提供を開始

2023年 6月 2024年3月期～2027年3月期第2次中期経営計画を策定

2025年 2月 東京テクニカルラボセンターを東京都品川区西五反田七丁目22番17号へ移転

2025年 9月 AI駆動開発ソリューション「daimon」を提供開始

2025年 9月 子育てサポート企業として「くるみん認定」を取得

2025年12月 予防型セキュリティソリューション「RedLens」を提供開始

2026年 3月 京都府京都市に関西テクニカルラボセンターを開設

(出所)会社資料「有価証券報告書(26/3期)」で当研究所作成
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/ Mission（ミッション） 

Connect to the Future 

JTP が掲げるミッション「Connect to the Future」には、「お客様が描く未来を、私たちが技術で繋いで

いく」という思いが込められています。私たちは変化し続ける世の中で、お客様の描く未来を実現可能に

する「イネイブラー※」を目指します。 

※イネイブラーとは技術力のみならず、課題解決力を持ち、お客様に寄り添う存在となるエンジニア。 

 

/ Vision（ビジョン） 

私たちは自由な発想と決断力をもって 

お客様と共に進化する未来を創ります 

「お客様が思い描き目指す未来を、共に創りたい。」そういった思いに、全社員一人ひとりが、柔軟で多

彩な「発想」、スピード感と多角的な視点を持つプロフェッショナルとしての「決断力」をもって挑む決意を、

このビジョンに込めました。 

 

 

 

 

図表1-(3)-1．Purpose(パーパス)

(出所)会社ホームページ
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/ Values（バリュー） 

オープンマインド ————— 変化を恐れない 

パッション  ————— チャレンジを楽しむ 

プロアクティブ ————— 自ら考え行動する 

コラボレーション ————— 互いを高め合う 

ありがとう  ————— 感謝の気持ちを忘れない 

plus α  ————— もうひと知恵 

 

私たちの決意である「ビジョン」を実現するための、価値や行動の指針を、5 つ+α の「バリュー」として制定

しました。「plus α」には、何事にも「もうひと工夫、もうひと行動」できることがないか常に心がけられるよ

う、全ての行動や考えに対して、「plus α “もうひと知恵”」を加えたい、という思いが込められています。 
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２. 事業内容 

（１） 事業内容 ★UPDATED 

同社の事業は二つの柱から成る。一つは、祖業のアウトソーシング事業であり、専門的な技術サービスで海外の

ICT メーカーや医療機器メーカー、化学分析メーカーの日本市場への参入を支援するもの。もう一つの柱が、そのア

ウトソーシングで培った知見を生かし、独自のサービスとして提供するソリューション事業である。 

現在、これらの事業は顧客の多様な要求に的確に対応するため、4 つのセグメントに分けて運営されている。企

業の DX 推進や IT 技術者向け学習プラットフォーム、サイバーセキュリティなどを提供する「デジタルイノベーション事

業」、ICT システムの設計・構築から運用・保守までを一貫して担う「ICT 事業」、医療機器や化学分析装置の保

守サービスなどを専門とする「ライフサイエンス事業」の 3 セグメントを中核として、「その他事業」を加えた 4 セグメン

ト体制である。 

セグメント区分と主な事業内容は図表 2-(1)-1 の通り。 

 

 

デジタルイノベーション事業は、人財育成ソリューションサービス（注）、セキュリティ、DX 開発の 3 つのサービスラ

インを持つ。ICT 事業は、システム設計・構築、システム運用の 2 サービスを提供する（図表 2-(1)-2）。 

（注）「人材」は、「人は財産である」との意図から「人財」と表記されることがある。本レポートでは、一般的な意味では

「人材」と表記する。ただし、同社のサービス名や資料からの引用箇所で「人財」と表記されている場合は、それに準ずる。 

図表2-(1)-1．事業セグメント別の事業内容

セグメント区分 主な事業内容(技術サポート)

デジタルイノベーション事業

※3つのサービスから構成

①人財育成にかかるコンサルテーション、スキルアセスメント、学習デザイン、研修の実施・運用までをワ

ンストップで提供する人財育成ソリューションサービス

②企業向けに予防型セキュリティソリューションの提案・実装から運用保守、継続的な改善活動までワ

ンストップで提供するセキュリティサービス

③企業のDX推進を最新のAI技術等を活用し支援するDX開発サービス

ICT事業 ICTシステムの設計・構築・運用・保守サービスを提供

ライフサイエンス事業
医療機器、化学分析装置などの保守サービスと海外医療機器メーカー向けのコンサルティングサービス

の提供およびライフサイエンス分野のICTサービスを提供

その他事業
上記に属さない事業としてグローバルIT人財紹介サービス「Reinforce HR(レインフォースエイチアール)」、

インド支店における事業、海外プロジェクト案件が含まれる

(出所)会社資料「有価証券報告書(26/3期)」で当研究所作成
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事業セグメント別の売上構成比（26/3 期）は、デジタルイノベーションが 27％、ICT が 53％、ライフサイエンス

が 20％、その他が 0.6％。 

 

 

代表的な自社サービスとターゲットとする顧客 

IT 未経験者向け IT ラーニングプラットフォーム「Learning Booster（ラーニングブースター）」や生成 AI 導入サー

ビス「Third AI（サードアイ）」（ともにデジタルイノベーションセグメント）、クラウド環境向けトータルサポートサービ

ス「Kyrios（キリオス）」（ICT セグメント）など独自のサービスを手掛ける。 

図表2-(1)-2．4つのセグメントで事業を運営

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」

図表2-(1)-3．売上構成比

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」
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「Learning Booster」は、IT 業界以外から IT 業界を目指す未経験者を利用者として想定しており、主に IT

派遣会社をターゲットとする。「Third AI」は、DX の活用を目指す国内の大手企業や地方自治体を主なターゲッ

トとする。「Kyrios」は、クラウド環境を利用する企業に提供しており、特に中堅企業に注力している。 

 

 

ストックとフローのビジネスモデル 

同社のビジネスを継続的に収益が得られるストック型と、単発の契約が中心となるフロー型のビジネスに分ける。

同社がストックビジネスと位置付ける代表的なサービスは図表 2-(1)-5 の通り。デジタルイノベーション事業では、

内部脅威対策関連サービスや Third AI 関連サービス、自社サービスである Learning Booster などがこれに該当

する。ICT 事業では ICT システムの常駐運用サービスや Kyrios サービスなどのシステム運用がストックビジネスにな

る。対照的に、システム構築は一部で期間固定契約があるものの、大半がフロービジネスに該当する。ライフサイエ

ンスもほとんどがフロービジネスである。 

図表2-(1)-4．主なサービス概要

(出所)会社資料「決算説明資料(25/3期)」
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事業体制 

同社は 24/3 期から単独決算に移行している。 

 

 

図表2-(1)-5．ストック・フローのビジネスモデル別売上構成比

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」

図表2-(1)-6．事業系統図

(注)点線の「製品・サービスの販売」は同社が行っている業務ではない

(出所)会社資料「有価証券報告書(26/3期)」
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（２） デジタルイノベーション事業 

人財育成 サービス 

IT スキルマネジメントプラットフォーム「Learning Booster」などを提供する。「Learning Booster」は、エンジニア

派遣会社を主な顧客とする IT 未経験者向け学習プラットフォーム。動画で学べる学習コンテンツのほか、アセスメ

ントツールによる IT スキルの可視化、ライブ勉強会の開催などを通してエンジニアのスキルアップを支援する。 

東京（品川）のトレーニングセンターをはじめ、IT ベンダー（事業者）の認定コースや JTP オリジナルのコースを

提供する。さらに、顧客の組織や業務に特化したオーダーメイドの研修も実施する。各種研修の実施・運営支援

から教室などファシリティの提供、コンテンツの企画・制作まで、企画や組織の研修運営に必要な各種サービスを

取りそろえる。 

 

グローバル IT 人財紹介 

グローバル IT 人財の採用活動をサポートする。人財の募集・選考・面談から採用、さらには来日にあたっての受

入れまでをワンストップでサポートする「Reinforce HR」。顧客の要件に最適なスキルを持つ情報系学生を紹介す

る。 

 

セキュリティ 

多様化・高度化するサイバー攻撃、新しい働き方の普及、利用するデバイスやアプリケーションの増加などにより、

組織のセキュリティリスクが増大している。世界中で進むデータ保護規制の強化と違反の厳罰化により、規制準

拠が強く求められている。 

同社は、これら新たなセキュリティリスクへの対応と世界各国の法制準拠を目的として、コンサルティングから、

製品・ソリューション導入、運用監視、インシデント対応に加え、人財育成や組織体制の構築まで、包括的なサ

ービスを提供している。 
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AI Solutions 

AI サービス「Third AI（サードアイ）」を通じて、AI 技術や顧客に合ったプラットフォームを導入し、業務改革をサ

ポートする。Third AI は、高セキュリティ設計、マルチモーダル（テキストだけでなく画像や音声）も備える最新モデ

ルを搭載する。OpenAI の GPT シリーズや Google の Gemini といった各社の生成 AI モデルに対応しており、顧

客は Third AI を通じてこれらの生成 AI モデルにアクセスできる。導入社数（企業と地方公共団体）は国内の

大手企業を中心に 100 社を超えている。Third AI は様々な用途に使われているが、例えば、組織内規程や自

社製品マニュアルなどを Third AI に連携することで、欲しい情報を素早く検索できるほか、業務内で文章を作成

する際に必要な情報を取得したり、文章の大枠を作成したりといった作業の効率化に利用されている。 

図表2-(2)-1．セキュリティサービス

(出所)会社ホームページ
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「Third AI」の導入事例を取り上げる。 

ある地方自治体では、過去の議会の会議録からの答弁案と Q&A 案の生成を主目的としたプロジェクトで、

JTP の「Third AI」生成 AI ソリューションを利用した。最新モデルへの対応やデータとプロンプトの最適化により高精

度の生成を実現。PoC 期間を経て、時間短縮の目標として設定した職員 1 人当たり 1 日平均 20 分には届か

なかったものの、17 分の短縮につなげた。 

 

（３） ICT 事業 

ICT 事業では、設計・構築から運用・保守に至る一連の工程をワンストップで手掛ける。設計・構築では、IT イ

ンフラ自動化の導入支援に加え、コンテナ導入によるアプリケーションのモダナイズ（刷新）と DevOps プロセスの

実践を支援するといった実績がある。また、運用・保守では、クラウド運用や顧客のアプリケーションの安定稼働を

支えるアプリケーション運用のほか、テクニカルサポートなどを提供する。DevOps とは、ソフトウエア開発の

「Development（開発）」と「Operations（運用）」を組み合わせた造語。システム開発手法の 1 つで開発と

運用が協力して開発を進めることを指す。 

 

クラウドトータルサービス「Kyrios」 

「Kyrios（キリオス）」は、クラウド環境の設計・構築から運用・監視に至るまで、関連業務を網羅するトータル

サービス。業務プロセスを含めたコンサルティングから、運用を見据えた設計により、クラウドを最大限に活用できる

システムを構築する。クラウドリフトからハイブリッドクラウド/マルチクラウド、コンテナ/マイクロサービス化まで対応して

おり、顧客のクラウド活用に応じて、ベンダー（事業者）に依存しない柔軟なサービスを提供する。AWS、Azure、

Google Cloud、IBM Cloud と大手ベンダーが提供するクラウド環境に対応するため、それぞれのパートナー認定

図表2-(2)-2．「Third AI（サードアイ）」の画面イメージ

(出所)会社ホームページ
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（公式パートナー）を有している。 

クラウドリフトとは、オンプレミス環境で稼働しているシステムを、そのままクラウド環境に移すことを指す。地上に

あるサーバーで運用している既存システムを、空にある雲（クラウド）に持ち上げる（リフト）イメージである。ハイブ

リッドクラウドは複数タイプのクラウド環境を統合して一つのシステムとして運用する形態であり、マルチクラウドは複

数のクラウドサービスを使い分けて運用する形態。それぞれ用途が異なる。コンテナはアプリケーションを実行するた

めに必要なソフトウエアをパッケージ化した技術。マイクロサービスは小さな独立した複数のサービスを組み合わせて

アプリケーションを構築する開発手法。 

 

 

同社が提供する「Kyrios」の「Professional（設計構築サービス）」を例に同社の設計・構築、運用・保守に

至るサービスの流れを見てみたい。クラウドサービスの構築に限らず、一般的な IT システムも構築から運用に至る工

程はほぼ同じである。サービスの流れは図表 2-(3)-2 のようになる。「Kyrios Professional」は既存システムのクラ

ウド移行のほか、生成 AI のための基盤導入、内部統制やインソーシングの支援など、顧客のビジネスの目的、業

務の用途に沿った IT インフラの設計・構築を支援する。 

まず、上流工程に位置するコンサルティングでは、稼働しているシステム環境をアセスメント（評価）し、システ

ムや業務プロセスの課題などを洗い出す。新しいシステムに求めることや期待することを顧客とともに検討する。 

要件定義では、課題や実現したいことを機能に落とし込み、要件を明確化する。要件を固めたら設計工程と

なる。設計作業は、クラウドサービスの機能や特徴を熟知したエンジニアが中心になって詳細設計を行う。また、構

築後の運用や内製化を見据えた体制の検討を顧客と相談しながら行う。 

設計内容をもとにシステムの構築を行う。IaC（Infrastructure as Code）による構築など、構築後の継続的

な改善を見据えた手法でモダナイゼーション（刷新）を実現する。構築した環境のサービスインを見据えたテストを

実施し、問題がなければ顧客に引き渡して稼働を開始する。 

ここからは運用フェイズとなる。同社では、システムが稼働を開始した後に Kyrios のクラウド運用サービスにより継

続的な運用支援を行う。運用支援にとどまらず、継続的なシステム改善提案も行い、構築したシステムを十分に

活用できる仕組み作りにかかわる。 

 

図表2-(3)-1．クラウドトータルサービスKyriosのサービス内容

(出所)会社ホームページ
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「Kyrios」の導入事例を取り上げる。 

大手メーカーでは、ハードウエアの老朽化、運用リソースの不足、運用時に発生する各種作業のコスト負担が課

題となっており、JTP の「Kyrios」を採用しパブリッククラウドに移行した。パブリッククラウドのメリットを活用した柔軟

な IT インフラを実現するとともに、初期費用と月額の運用費の両方でコスト削減を達成した。 

大手飲料メーカーでは、それまでオンプレミス環境で運用してきた日本国内の消費者向け EC サイトの IT インフ

ラを AWS にリホスト（既存のアプリケーションをクラウド環境にそのまま移す方法）するプロジェクトを実施した。ク

ラウド環境の運用でサービスレベルや体制に問題を感じるようになり、JTP のクラウド運用サービス「Kyrios」を採用

した。結果として、管理負荷の軽減と運用に関する社内リソースの最適化につながった。 

図表2-(3)-2．サービスの流れ

既存のシステム環境をアセスメントし、システムや業務プロセスの課題・改善

したいことを聞き取り、新しいシステムに求めることや期待することを顧客とと

もに検討する。

課題や実現したいことを機能に落とし込み、要件として明確化する。単な

るシステムのリプレースにとどまらず、クラウドの特性を活かしたモダナイゼー

ションを意識した構築内容・体制を顧客に提案する。

クラウドサービスの機能や特徴を熟知したエンジニアが中心になって詳細設

計を行うほか、構築後の運用や内製化を見据えた体制の検討を顧客と

相談しながら実施する。

設計内容をもとにシステムの構築を行う。IaC(Infrastructure as Code) に

よる構築など、構築後の継続的な改善を見据えた手法で、モダナイゼー

ションを実現する。

構築した環境のサービスインを見据え、テストを実施する。

システムのサービスイン後、Kyriosのクラウド運用サービスによる継続的な運

用支援を行う。運用支援のほか、継続的なシステム改善提案も行い、構

築したシステムを十分に活用できる仕組みを作る。

(出所)会社ホームページで当研究所作成

コンサルティング

要件定義

設計

構築

テスト

運用
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テクニカルサポート 

創立以来の海外 IT ベンダー（事業者）のビジネス支援から始まり、現在は企業に導入された様々な業務シ

ステム（ソフトウエア・ハードウエア）のサポートを提供している。サポート対象となる顧客の業種や業態に合わせた

フレキシビリティ（柔軟性）の高いサービスの提供が可能。強みは、多言語でのサポート対応、各種ベンダー資格

を保有するエンジニアによる専門性の高い対応、そしてビジネスを止めない 24 時間 365 日体制にある。  

近年、JTP のテクニカルサポートは、単なる受け身の問題解決から、よりプロアクティブな価値提供へと進化して

いる。サポート業務で日々蓄積される膨大な問い合わせデータを分析し、頻出する問題の根本原因を特定。その

結果を基に、顧客向けの FAQ コンテンツを充実させたり、社内ナレッジベースを整備したりすることで、問い合わせ

件数そのものを削減する改善コンサルティングも行う。 

 

 

（４） ライフサイエンス事業 

ライフサイエンス（Life Science） 

ライフサイエンス領域に特化した技術サービスを提供する事業。医療機器メーカー向けに機器の保守点検・修

理などの技術サービスや、医用システム・ソフトウエアベンダー向けに導入支援・保守サービスを提供する。加えて、

日本市場への新規参入を目指すメーカー向けに法規制（薬機法）対応、マーケティングやセールス支援、製品

の導入支援を手掛ける。また、化学分析の分野では、機器メーカーやエンドユーザー向けに、導入支援から保守

点検・修理に至るワンストップサービスのほか、機器やソフトウエア製品のバリデーション（規制要件への準拠）、

自動化などの IT による効率化支援サービスを提供する。薬機法とは、医薬品、医療機器等の品質、有効性お

図表2-(3)-3．「テクニカルサポート」におけるデータ活用

(出所)会社ホームページ
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よび安全性の確保等に関する法律（医薬品医療機器等法）である。 

 

・医用システム・ソフトウエア導入支援 

医用システム・ソフトウエアの導入から、機器やソフトウエア間のデータ連携、そして施設内のネットワーク、サーバ

ー、デスクトップ環境の構築まで、医用システム・ソフトウエアとそれらが稼働する IT インフラストラクチャ全般にわた

って販売や導入前のコンサルテーションから設計・構築、導入後のフィールドサービスまでワンストップで提供する。 

 

・LIMS 導入支援 

企業や大学の研究室、製薬・化学・環境分野などの各種試験や検査業務で取り扱う様々なデータとワークフ

ローを厳格に管理し、その妥当性を担保するための統合管理システムである LIMS（ラボラトリー情報管理システ

ム）の導入とデータインテグリティ（データが完全かつ正確で一貫していること）の達成をサポートする。 

 

・医療機器サポート（Medical Support） 

医療機器の新規市場参入から販売後の保守サポートまでワンストップのサービスを提供する。国内外の医療

機器メーカーが主な顧客。製品輸入時の受入検査、営業用デモ機の管理、機器の導入・設置支援、導入後の

保守点検・修理に加え、ヘルプデスク、サプライ品の管理、代替機の管理まで、医療機器(メディカル機器)の販

売から保守運用で必要なサービスをワンストップで提供する。サポート業務だけでなく、新規市場参入の際の薬事

申請から販売のサポートを行う「薬機法対応サービスパッケージ」により、市場への新規参入から機器のサポートま

で、より包括的なサービスを提供する。 

 

図表2-(4)-1．医療機器サポートの全体像

(出所)会社ホームページ
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●サポート実績のある医療機器 

放射線治療装置、超伝導磁気共鳴画像診断装置、血管撮影装置、Computed Tomography、一般 X

線撮影装置、超音波診断装置、生体情報モニタ、除細動器/AED、Computed Radiology、ドライイメージャ、

血液照射装置、検体検査装置、患者情報管理システム、DNA シーケンス装置、自動染色装置など。 

 

・化学分析機器サポート（Analytical Instruments Solutions） 

販売後のサービス・サポート業務のアウトソーシングサービスをワンストップで提供する。化学分析機器メーカー向け

に、販売後のサービス・サポート業務のアウトソーシングを提供する。機器納入時の設置・据付・セットアップから、

取扱説明、ヘルプデスク、定期点検・修理までをワンストップで対応することができる。様々な機器メーカーと機種

のサポート実績がある。 

 

●サポート実績のある分析機器 

ガスクロマトグラフ、液体クロマトグラフ、GCMS（ガスクロマトグラフ質量分析計）、LCMS（液体クロマトグラフ

質量分析計）、熱分析装置、バイオアナライザ、ICP-MS など。 

 

（５） 財務政策、資金需要、資金調達 ★UPDATED 

事業活動における運転資金需要のうち主なものは、サービス提供のための人件費や外注費、販管費などの営

業費用であり、投資を目的とした資金需要は新サービス開発や機能追加にかかわるソフトウエア開発費など。 

資金調達は主として内部留保による方針としている。また、資金運用は短期的な預金などに限定している。 

26/3 期末の有利子負債の残高はなく、20/3 期以降は無借金である。26/3 期末の現預金の残高は 35 億

円。キャッシュフローを見ると、22/3 期以降は業績拡大により、営業 CF の黒字が拡大傾向である。 
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（６） 設備投資の状況 ★UPDATED 

26/3 期は設備投資額が 83 百万円だった。建物附属設備や器具・備品、ソフトウエアへの設備投資を行っ

た。デジタルイノベーション事業では、IT スキルを技術分野ごとに数値化・可視化するアセスメント（GAIT）の開

発や PC 購入など、ICT 事業では PC 購入などの設備投資を実施した。また、ライフサイエンス事業では、関西テ

クニカルラボセンターの開設に伴い設備投資を行った。 
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図表2-(5)-1．現預金、有利子負債の推移

現預金-左軸

有利子負債-左軸

現預金比率-右軸

(注)現預金比率=現預金÷総資産

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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図表2-(5)-2．キャッシュフロー 営業CF 投資CF 財務CF 現預金

(注)現預金はCF計算書の現金および現金同等物の期末残高

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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図表2-(6)-1．設備投資額、減価償却費の推移 設備投資額

減価償却費

設備投資額(売上比)-右軸

減価償却費(売上比)-右軸

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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３. 業界環境・事業戦略 

（１） 業界環境 ★UPDATED 

情報サービス業の売上高 

日本における情報システム業界の市場規模を包括的に捉えた統計として、経済産業省の特定サービス産業

動態統計調査がある。同統計は各種の調査を行っているが、情報システム業界に係る統計は情報サービス業の

売上高である。受注ソフトウエアやソフトウエアプロダクツ、システム等管理運営受託などに分類された売上高が継

続的に調査されている。調査は新規業種の拡充、調査対象の追加・見直しが随時行われており、数値は不連

続が生じているが、伸び率は数値の不連続を調整したものが公表されている。市場規模を含めて、情報サービス

市場の長期的な傾向を確認するのに参考になる。 

なお、特定サービス産業動態統計調査は 24 年 12 月調査で終了した。サービス業の動態統計については、特

定サービス産業動態統計調査とサービス産業動向調査（総務省）が統合され、25 年 1 月分より「サービス産

業動態統計調査」（総務省）が実施されている。 

2000 年以降の情報サービス業の売上高を確認する。情報サービス業の売上高は、リーマンショック後の企業

業績の悪化などによる投資減が響いた 09 年～11 年にマイナス成長を記録したが、12 年以降は成長が続く。

新型コロナ禍で投資の先送りや凍結があった 20 年も成長率こそ低下したが、微増を確保した。直近 24 年は

5.5％増で 13 年連続の増加となった。24 年の市場規模は全体で 18 兆円弱。このうち、同社の ICT 事業にか

かわる受注ソフトウエアは 11 兆円、システム等管理運営受託は 2.2 兆円だった。 

 

 

民間企業のソフトウエア投資額～国内のソフトウエア投資は拡大が続く見通し 

供給サイドの統計である情報サービス業の売上高に対し、需要サイドである企業のソフトウエア投資動向を調

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

-10

-5

0

5

10

15

20

00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

(年)

(兆円)

図表3-(1)-1．情報サービス業の売上高の推移
受注ソフトウェア ソフトウェアプロダクツ

計算事務等情報処理 システム等管理運営受託

データベースサービス 各種調査

その他 情報サービス業(前年比)

(注1)調査対象の見直しなどによって数値には不連続が生じており、前年比はこれを調整したもの

(注2)前年比のみ右軸、他は左軸

(出所)経済産業省「特定サービス産業動態統計調査」で当研究所作成
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査したものが日銀短観の企業のソフトウエア投資額だ。25 年度の企業のソフトウエア投資額は、全規模・全産

業が前年度比 7.5％増加した。21 年度から増加が続いており、5 年連続の増加だった。26 年度（26 年 6 月

調査）は、全規模・全産業が前年度比 13.5％増となる計画。製造業は同 21.0％増と大幅に伸びる見通し。

非製造業も同 9.6%増となる計画。 

 

 

（２） 競合状況 ★UPDATED 

規模では同業他社との差があるが、営業利益率は 8 社中 4 位、ROA は 3 位 

ここでは同社への取材をもとに選定した、競合および同業の 7 社との財務比較を行った。10 期 CAGR（年平

均成長率）以外は直近の本決算ベース。同社は規模では同業他社との差が大きいが、営業利益率は 9.7％

で 4 位、ROA は 15.7％で 3 位だった。ROE は同社を含め 8 社のうち 5 社が 2 桁だった。 
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16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

計画

前年度比(％)図表3-(1)-2．民間企業のソフトウエア投資額の推移

全規模・製造業 全規模・非製造業 全規模・全産業

(出所)日銀短観で当研究所作成
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（３） 事業戦略 

同社は、企業ミッションとして「Connect to the Future」を掲げ、顧客が描く未来の実現を自社の技術力で支

援することを使命としている。このミッションを具現化するための具体的な戦略として、23 年 6 月に 24/3 期～

27/3 期の 4 カ年を対象とした第 2 次中期経営計画を公表した。 

2030 年に目指す姿として、これまでの技術集団から”事業変革とユーザー企業の自走”を促す「業界随一のイ

ネイブラー」となる目標を掲げている。 

図表3-(2)-1．同社と情報システム関連7社との業績比較

単位：金額(百万円)、総資産回転率(回)、財務レバレッジ(倍)

コード 社名 決算期 売上高 営業利益 ROE ROA 10期CAGR

営業 純利益 総資産 財務レバ 経常 売上高 営業利益

利益率 率 回転率 レッジ 利益率

2488 ＪＴＰ 26/3期 9,897 963 9.7% 17.8% 6.9% 1.6 1.6 15.7% 9.9% 7.6% 15.1%

4434 サーバワクス 26/2期 40,006 625 1.6% -5.7% -1.5% 2.0 1.9 3.8% 1.9% - -

9742 アイネス 26/3期 36,616 -647 -1.8% -4.8% -5.0% 0.7 1.4 -0.9% -1.3% -0.7% -

6199 セラク 25/8期 24,776 2,550 10.3% 20.6% 6.9% 2.0 1.5 20.5% 10.5% 16.6% 23.5%

3744 サイオス 25/12期 19,059 401 2.1% 20.1% 1.7% 2.3 5.3 5.9% 2.6% 7.4% -

3992 ニーズウェル 25/9期 10,032 1,155 11.5% 19.7% 8.8% 1.6 1.4 19.2% 11.7% 9.7% 12.5%

4736 日本ラッド 26/3期 4,131 169 4.1% 4.7% 4.0% 0.8 1.4 4.9% 5.9% 1.7% -1.2%

3914 ＪＩＧＳＡＷ 25/12期 3,625 549 15.1% 13.2% 11.5% 0.7 1.6 11.8% 16.6% 18.6% 13.4%

18,518 721 6.6% 10.7% 4.2% 1.5 2.0 10.1% 7.2% 8.7% 12.7%

14,546 587 6.9% 15.5% 5.4% 1.6 1.6 8.9% 7.9% 7.6% 13.4%

-30,109 -1,587 -5.4P -2.8P -4.6P -0.7 -3.6 -4.8P -6.6P -11.0P -8.4P

-8,621 242 3.1P 7.1P 2.8P 0.1 -0.4 5.6P -7.1P -1.1P 2.4P

6位 3位 4位 4位 3位 5位 3位 3位 4位 4位/7社 2位/5社

(注1)10期CAGR(年平均成長率)は会計基準変更などを考慮していない

(注2)ROE=親会社株主利益÷期首・期末平均自己資本。ROA=経常利益÷期首・期末平均総資産

(注3)10期CAGRの「-」表示：サーバワクスは上場後10期に満たない、サイオスは基準期が営業赤字、アイネスは直近期が営業赤字

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成

平均値

中央値

首位との差

平均値との差

順位：8社中
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（４） 中期経営計画およびその進捗 ★UPDATED 

中期経営計画では最終年度の 27/3 期の業績目標として、売上高は 92 億円～100 億円、営業利益は 7.1

億円～10 億円を計画。ROE は中長期的に 15%以上の水準を維持することを目標とする。ROE は、投資家に

よる同社の経営方針・経営戦略などの評価をより容易にし、その理解を深めることを目的として設定。営業利益

と並ぶ重要な経営指標と位置づけた。 

中計の 3 年目である 26/3 期は売上高が 99 億円、営業利益が 9.6 億円、営業利益率は 9.7％だった。最

終年度の目標値はレンジで公表している。同社では、業績動向や事業環境の変化を踏まえ、第 3 次中期経営

計画の策定に前倒しで着手している。 

 

 

 

 

図表3-(3)-1．第2次中期経営計画の位置づけ

(出所)会社資料「24/3期-27/3期第2次中期経営計画資料」

図表3-(4)-1．中期経営計画の数値目標

単位：億円

23/3期

実績 当初計画 実績 当初計画 実績 当初計画 実績 当初計画 直近計画

売上高 73 77 81 78～83 92.11 84～91 98.97 92～100 100

営業利益 4.6 5.5 6.3 5.5～6.9 8.2 6.1～7.8 9.63 7.1～10.0 10

営業利益率 6.3% 7.1% 7.8% 7.1～8.4% 8.9% 7.1～8.4% 9.7% 7.7～10.0% 10.0%

(注)当初計画は、中期経営計画の公表時点

(出所)会社資料「24/3期-27/3期第2次中期経営計画資料、決算説明資料(26/3期)」で当研究所作成

24/3期 25/3期 26/3期 27/3期
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基本方針 

「“知恵集約型”のビジネス形態への完全な転換」 

・4 つの注力分野 

①DX（デジタルトランスフォーメーション）：最新技術を積極的に活用し、業界に特化した AI 関連の派生サ

ービスを次々にリリースすることで、ユーザー顧客の DX を加速させる。 

②セキュリティ：内部脅威対策サービスを拡充し、同分野で No.1 のスペシャリスト集団を目指す。 

③ライフサイエンス：ICT を利活用した遠隔医療関連、医療従事者負担軽減につながるサービスを開発するこ

とでライフサイエンス分野の DX を加速させる。 

④次世代システム運用：DX 型プラットフォーム（注）の運用支援を提案・実施することで、ユーザー顧客の

DX を加速させる。 

（注）DX 型プラットフォーム：顧客が DX を実現するために必要な、テクノロジーやサービスを提供するプラットフォーム全般

を指す。 

 

・人的資本に関する考え方 

人的資本は、同社が成長を遂げていくうえで最重要資本と位置づけ、事業を体現するイネイブラー人財の育

成、イノベーションと価値創出のための環境整備と文化の醸成、事業で培った育成ノウハウを組み合わせることで、 

「2030 年の目指す姿」への到達を目指す。第 2 次中期経営計画期間における人的資本への投資（採用と

育成）総額は 2.5 億円を見込む。 

 

財務戦略 

同社では、新しい事業領域への投資を行いつつ、社員への還元と株主への還元に取り組む。社員への還元

は、業績を踏まえながら継続的に昇給を実施する。株主還元は下限を 25 円/株に置き、配当性向 40％以上

を目安に、いずれか高いほうを配当額とする。 
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予防型セキュリティソリューション「RedLens」の提供開始 

中期経営計画では 4 つの注力分野を推進する。このうち、②セキュリティ分野では内部脅威対策サービスの拡

充を掲げている。25 年 12 月 1 日、サイバーセキュリティ対策ソリューション「RedLens（レッドレンズ）」の提供を

開始した。 

「RedLens」は攻撃者の視点で組織を守る予防型セキュリティソリューション。サイバーハイジーン（Cyber 

Hygiene。ハイジーンは衛生を意味し、IT 環境の保護や対策）の考え方を軸に、「ガバナンス」「特定」「防御」の

3 つの領域から、サイバー攻撃の標的となりにくい組織づくりを支援する。提案・実装から運用保守、継続的な改

善活動までワンストップで提供する。 

図表3-(4)-2．財務戦略

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」



JTP 2488 

※本資料のご利用に際して重要な事項を最終の 2 ページに記載しておりますので、必ずご確認下さい。 32 / 80 

 

 

（５） SWOT 分析 

同社について、企業の内部要因と外部要因を分析し、「強み（Strengths）」、「弱み（Weaknesses）」、

「機会（Opportunities）」、「脅威（Threats）」について整理した。なお、強みと弱み、機会と脅威は、同じこ

とでもどちらの側から捉えるかによって変わる場合があることに留意する。 

図表3-(4)-3．予防型セキュリティソリューション「RedLens」

※「RedLens」のコンセプト

※サービスラインアップ ※サポート内容

◆ガバナンス ◆PoC設計と実施

・PoCシナリオ提供

・評価項目・検証手順の提案

・セキュリティ規程策定支援 ・技術サポート

・Microsoft Purview 導入支援

◆特定 ◆初期導入およびオンボーディング伴走支援

・導入計画の策定

・初期設定

・プラットフォーム脆弱性診断 ・各種システム連携

・Webアプリケーション脆弱性診断 ・定着化支援

・標的型攻撃シミュレーション導入・運用支援

◆防御 ◆導入後の運用支援・ポリシーチューニング

・ルール最適化

・運用手順書作成

・内部脅威対策 ・運用課題の分析・改善提案

・セキュリティ意識向上トレーニング

・マルチクラウド対応セキュリティ運用

・特権アクセス管理導入・運用支援

(出所)会社ホームページで当研究所作成

・クラウドネイティブアプリケーション保護導入・運用支援

サービス名「RedLens」には、防御者を“ブルー”、攻撃者を“レッド”として象徴的に表現し、“レッド”（攻撃者）

の動きを“レンズ”で可視化して先手を打つ、という思いが込められている。

JTPは、コーポレートカラーでもある“ブルー”（防御者）の視点から、企業の顧客が安心してビジネスを展開でき

る環境づくりを力強くサポートするというコンセプトを、このサービスで体現している。

AIによる異常検知、ゼロトラストの導入、従業員教育など、多層防御システ

ムの構築により、攻撃から組織を守る強固なセキュリティ体制を実現する。

組織の資産とリスクの可視化、攻撃対象となりうるポイントの洗い出しを行

い、攻撃者の視点で「狙われやすい場所」を分析・特定する。

セキュリティポリシーの整備、AIやクラウドの利用におけるルール策定など、組

織全体のセキュリティ文化の醸成を支援する。
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強み（Strengths）：生かすべき強み 

海外ベンダー支援で培った独自の専門性：1987 年の創業以来、海外の IT ベンダーやライフサイエンスメーカー

の日本市場への参入を技術面で支援してきた。こうした経験を通じて、特定の製品やプラットフォームに縛られず、

最新技術を柔軟に取り入れる企業文化をはぐくんでいる。 

「イネイブラー」としてのビジネススタンス：同社は特定の系列に属さない独立系である。顧客に対して客観的か

つ中立的な立場でソリューションを提案できる強みを生かし、顧客のビジネス変革と自走を促す「業界随一のイネ

イブラー」になることを目指している。顧客のビジネス課題をともに解決し、自走までを支援する戦略的パートナーへ

の深化を目指すものであり、他社との差別化要素となる。 

ライフサイエンス分野の高い専門性：医療機器や化学分析機器の分野で、導入支援から保守業務に携わる

ほか、薬機法関連の申請代行までを請け負う専門知識を有している。 

テクニカルサポート体制：24 時間 365 日、多言語対応、マルチベンダー対応といったサポートを提供している。

近年は蓄積されたデータを活用した改善コンサルティングも手掛けている。 

技術者中心の企業文化：同社社員の約 9 割がエンジニアで構成されており、同社では毎年、技術方針を定

め、最新技術の習得に全社員で取り組む。常に技術力を磨く企業文化が根付いている。 

大手クラウドベンダーとのパートナーシップ：AWS のサービスパートナーに認定されているほか、Microsoft、

Google など主な大手クラウドベンダーとのパートナーシップを築いている。 

 

弱み（Weaknesses）：克服すべき課題 

・新規サービス立ち上げの収益性：技術革新の早い IT 業界において、新しい技術を用いた新規サービス開始

時には収益的に赤字になる可能性がある。25/3 期には IT 未経験者向け学習プラットフォーム「Learning 

図表3-(5)-1．SWOT各項目の洗い出し

強み（Strengths） 弱み（Weaknesses）

○ 海外ベンダー支援で培った独自の専門性 ○ 新規サービス立ち上げの収益性

○ 「イネイブラー」としてのビジネススタンス ○ 海外の大手クラウドベンダーへの依存構造

○ ライフサイエンス分野の高い専門性 ○ 同業大手と比較した企業規模・知名度・ブランド認知度

○ テクニカルサポート体制

○ 技術者中心の企業文化

○ 大手クラウドベンダーとのパートナーシップ

機会（Opportunities） 脅威（Threats）

○ DX・AI市場の継続的な拡大 ○ 顧客ニーズの変化と値下げ圧力

○ ITエンジニア不足 ○ ITエンジニアの獲得競争の激化

○ ユーザー主導のシステム導入へのシフト ○ 競争環境の激化

○ セキュリティ需要の増大 ○ 技術の陳腐化リスク

(出所)会社資料、ヒアリングなどで当研究所作成

内部要因

外部要因
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Booster」について、想定よりもサービス提供の拡大に時間を要したとして減損損失を計上したように、一定のリス

クが付きまとう。 

・大手クラウドベンダーへの依存構造：クラウドサービス「Kyrios」が AWS や Azure に依存するように、クラウドサ

ービスは海外の大手プラットフォーマーの技術や製品・サービスの上に成り立っている。クラウドベンダーの戦略変更、

ライセンス体系の変更、価格改定などによって、ビジネスモデルが打撃を受ける構造的な脆弱性を内包している。 

・同業大手と比較した企業規模・知名度・ブランド認知度：国内の SIer など同業大手と比べ、企業規模や

知名度、ブランド認知度の面で差が見られる。同社の企業・地方自治体向けというビジネスモデルの特性上、必

ずしもこれらが受注に直結するわけではない。しかし、同業大手が有する広範な顧客基盤やブランド力は、新規

顧客への提案機会の獲得やコンペにおいて、同社にとって不利な要因となる可能性がある。 

 

機会（Opportunities）：捉えるべき機会 

・DX・AI 市場の継続的な拡大：あらゆる業界で DX（デジタルトランスフォーメーション）化が加速しており、企

業の IT 投資は DX を中心に拡大傾向にある。特に AI 市場は急成長が見込まれ、生成 AI などを活用した業務

効率化や新サービスの開発需要は高い。 

・IT エンジニア不足：IT エンジニアの不足は社会的な課題となっており、企業の DX 推進を支援するパートナー

への支援要請の拡大が期待される。企業の DX 推進に伴走する同社にとって事業拡大の追い風となりうる。ま

た、同社は人財育成サービス「Learning Booster」などを提供する。IT エンジニアの需要拡大を成長機会として

捉えることができる。 

・ユーザー主導のシステム導入へのシフト：DX の推進主体がベンダーからユーザー企業へと移りつつあり、顧客の

ビジネスを深く理解し、中立的な立場で最適なシステムを提案できる同社のようなパートナーの価値が増している。 

・セキュリティ需要の増大：サイバー攻撃の高度化・巧妙化に伴い、企業のセキュリティ対策は経営上の重要

課題となっている。セキュリティ関連市場は拡大が続くとみられる。 

 

脅威(Threats)：回避・対処すべき脅威 

・顧客ニーズの変化と値下げ圧力：顧客企業の業績悪化や戦略転換により、IT 投資の縮小やコストダウン

要求を受ける可能性がある。これは、同社の収益性に直接的な下方圧力をかける脅威といえる。 

・IT エンジニアの獲得競争の激化：IT エンジニア不足は、需要拡大という収益機会をもたらす一方、優秀な

エンジニアの採用・維持を困難にするという脅威も内包している。採用コストの高騰によってエンジニアが確保でき

ないだけでなく、自社から優秀なエンジニアが流出するといったリスクに直面する。 

・競争環境の激化：IT サービス業界では、海外企業や異業種からの参入があるほか、顧客企業による内製

化の動きもあり、より一層、競争が激化する可能性がある。 

・技術の陳腐化リスク：テクノロジーの進化のスピードは極めて速く、最新技術を取り入れた新製品・サービスの
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継続的な開発のほか、技術者の教育投資を怠れば、競争から取り残されかねない。 
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４. 業績・財務分析 

同社の長期業績を ROIC と ROE で分析する。第 1 に、ROIC（投下資本利益率、投下資本は運用ベースを

使用）と成長性の組み合わせは、事業の成果を見る上で重要な指標である。ROIC（運用ベース）が資本コス

トを上回ることがまず大事で、その上で投下資本が増えて利益が成長することで、企業価値が創造される。 

なお、ROIC の分母となる投下資本は、運用ベース（運転資本＋有形・無形固定資産。運転資本=売上債

権＋棚卸資産－仕入債務）、調達ベース（自己資本＋有利子負債）、ネット調達ベース（自己資本＋有

利子負債－金融資産）がある。調達した資本を事業に投資し、そこから得られた収益を計測する。事業の収

益性を見る目的では、運用ベースが有益である。一方、経営者として株式、負債の投資家から預かった資金の

運用パフォーマンスは調達ベースが示す。 

第 2 に、ROE は、自己資本が生む利益であり、ROIC に加えて資本構成（有利子負債、自己資本）、金

融資産の多寡の影響を受ける。 

（１） 業績と財務指標 ★UPDATED 

上場後の 08/3 期以降の長期の業績および財務指標を図表 4-(1)-1 に示した。会社沿革で見たように、クラ

ウドサービスが普及する中で同社は事業環境の変革の波に乗り遅れた。東日本大震災が発生した 11/3 期は営

業損益段階で赤字に転落。コスト適正化などにより翌 12/3 期に営業黒字に転換し、以降も営業黒字を維持

したが、売上高は底打ちまでに時間を要した。事業構造の転換が進んだ 18/3 期以降は業績の拡大期に入った。 

 

 

（２） ROIC の分析 ★UPDATED 

投下資本（調達ベース、運用ベース）と税後 ROIC（調達ベース、運用ベース）の推移を示したのが図表 4-
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売上高営業利益率(％,右軸) 税前ROIC(運用ベース)(%,右軸)

ROE(％,右軸)

(注)税前ROIC(運用ベース)=営業利益÷(売上債権+棚卸資産-買入債務+有形・無形固定資産)

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成

図表4-(1)-1．業績と財務指標(売上高、営業利益、税前ROIC、ROE)
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(2)-1。運用ベース税後 ROIC は 26/3 期に 43.8%だった。なお、税後 ROIC の計算には各期の法定実効税率を

用いた。過去の運用ベース税後 ROIC を見ると、事業構造の転換期であった 16/3 期頃も 2 桁に乗せていたが、

22/3 期から大きく上昇した。運用ベース税後 ROIC は営業利益率（税前）、税率、投下資本回転率に分解

できる。ここでは税率を考えず、営業利益率、投下資本回転率を見ると、営業利益率が上昇したことに加え、投

下資本回転率も上昇傾向を示した。 

次に EVA スプレッド（運用ベース税後 ROIC－WACC）を確認する。資本コスト（WACC）はハードルレートと

して 8%と想定した。これは後述の 5 章（3）で試算する CAPM ベースの株主資本コストの直近値 7.2％より若

干上乗せした。なお同社は有利子負債がないことから、株主資本コスト＝WACC である。WACC を 8％とすると、

26/3 期の EVA スプレッドは大幅なプラスである。つまり 26/3 期は価値を創造したと見ることができる。EVA スプレ

ッド（WACC は同一の 8％を仮定）は拡大傾向である。 
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図表4-(2)-1．投下資本と税後ROICの推移
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(注)投下資本(調達ベース)=自己資本+有利子負債

投下資本(運用ベース)=運転資本+固定資産(有形・無形)

税率=各期の実効税率

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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図表4-(2)-2．営業利益率×投下資本回転率

営業利益率-左軸

投下資本回転率-右軸
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ROIC を売上高営業利益率と投下資本回転率に分けたものが図表 4-(2)-3、営業利益率を売上総利益率

と販管費率に分けたものが図表 4-(2)-4。長期的な傾向をつかむための参考にされたい。 

 

 

 

（３） ROE の分析 ★UPDATED 

同社の ROE は 26/3 期に 17.8%だった。17/3 期は特別損失の計上で純利益率が 1％未満となり、ROE も

大きく低下したが、翌 18/3 期以降は改善。おおむね 2 桁を上回っている。総資産回転率と財務レバレッジは比

較的安定しており、過去 10 期においては純利益率が主な ROE の変動要因になった。 

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

-10

0

10

20

30

40

50

60

70

08/3 10/3 12/3 14/3 16/3 18/3 20/3 22/3 24/3 26/3

(期)

図表4-(2)-3．ROICの分解(売上高営業利益率×投下資本回転率)
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(注)投下資本(運用ベース)=売上債権+棚卸資産-買入債務+有形・無形固定資産

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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長期の ROE 分解を示した。参考にされたい。 
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(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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５. 株価と株価関連指標の関係 

（１） 業績と株価・関連指標の動向 ★UPDATED 

図表 5-(1)-1～5-(1)-4 に業績と株価および時価総額、株価関連指標との関係を示した。時価総額は、

14/3 期に大きく上昇したことを除き、業績の転換期を迎えた 2010 年代は伸び悩んだ。業績拡大に歩調を合わ

せて 22/3 期以降は増加基調にある。 
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図表5-(1)-1．業績と時価総額
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図表5-(1)-2．株価分析(EPSと株価)
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（２） 株主総利回り（TSR）の算出 ★UPDATED 

投資家から注目される指標として、株主総利回り（TSR：トータルシェアホルダーリターン）がある。TSR は、投

資家に対する総合的なリターン（株式の値上がり益＋配当金）を測定する指標。業績だけでなく株価を含め

た経営の成果を示すものとして、有価証券報告書にも記載されている。企業が業績連動の役員報酬を決める

際に営業利益などの利益、ROE などと並んで TSR を採用するケースも増えている。 

有報記載の TSR は、直近期末の 5 期前を基準期とし、基準期末の株価からの累積リターン（1 株当たり配

当金の合計+株価変動率）を示す。直近期の TSR は、（直近期末の株価+直近期まで 5 期分の 1 株当たり

配当金の合計）÷基準期末の株価で計算される。基準期を 100 とし、100 を上回れば投資家にプラスの成果
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図表5-(1)-3．株価分析(EPSとPER)

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

0

5

10

15

20

25

08/3 10/3 12/3 14/3 16/3 18/3 20/3 22/3 24/3 26/3

(期)

ROE(％,左軸)

PBR(倍,右軸)

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成

図表5-(1)-4．株価分析(ROEとPBR)
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をもたらしたとなる。TSR は、基準期の翌期～直近期まで 5 期分が記載されている。有報の TSR に対し当研究

所は、期末の株価ではなく各期の月末終値平均を採用している。これには期末時点の株価の高低による TSR

への影響を小さくする狙いがある。また、有報は各期ともに累積リターンを記載しているが、当研究所は各期のリ

ターンを記載している（5 期累積のみ併記）。 

配当を支払うと理論的には配当に見合うだけ株価が下がる（正確には権利落ち日に下がる）が、配当利回

りに着目する投資家がいるため、配当利回りは株価を支える効果があると考えられる。 

 

 

 

 

図表5-(2)-1．株主総利回り(TSR) 基準期=21/3期

22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 5期平均 5期累積

ＪＴＰ -15.7% 12.0% 30.8% 15.6% 36.2% 14.3% 83.1%

配当利回り 2.5% 4.5% 4.8% 4.4% 4.7% 4.2% 21.0%

株価変化 -18.2% 7.5% 26.0% 11.3% 31.5% 10.1% 62.1%

33業種別:ｻｰﾋﾞｽ業 21.2% -12.2% 9.8% 17.9% -0.8% 6.5% 36.7%

配当利回り 1.3% 1.2% 1.9% 1.6% 1.4% 1.5% -

株価指数変化 20.0% -13.4% 7.9% 16.2% -2.2% 5.0% -

ＪＴＰ－33業種別:ｻｰﾋﾞｽ業 -37.0 24.1 21.0 -2.2 37.0 7.8 46.4

TOPIX 18.4% 2.1% 25.9% 17.8% 20.8% 16.7% 116.7%

配当利回り 2.4% 2.6% 3.2% 2.6% 3.0% 2.8% -

株価指数変化 16.0% -0.5% 22.6% 15.2% 17.8% 13.9% -

ＪＴＰ－TOPIX -34.2 9.9 4.9 -2.2 15.4 -2.4 -33.6 

(注1)会社名、33業種別(東証33業種別株価指数)、TOPIXの欄は株主総利回り(TSR)

(注2)会社のTSRは配当利回り＋株価変化。33業種別とTOPIXのTSRは各々の配当込み株価指数の変化率

(注3)会社の5期平均は各期のTSRの幾何平均、5期累積は(5期分の配当+5期目の株価)÷基準期株価

(注4)株価指数変化は33業種別とTOPIXの各々の株価指数(配当なし)の変化率

(注5)株価指数の配当利回りは参考値。配当込み株価指数と株価指数(配当なし)の各々の変化率の差で計算

(注6)株価および株価指数は各期の月末終値の平均

(注7)5期累積は基準期からの累積または基準期との比較

(注8)会社名－33業種別、会社名－TOPIXは各々のTSRの差

(出所)有価証券報告書、QUICK Workstationで当研究所作成
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同社の TSR をさらに詳しく分析する（算出方法、理論の詳細は Appendix1 参照）。 

株価は、（1）BPS×PBR、（2）EPS×PER で表せることを利用した。株価は株式市場からの評価に依存し、

企業側からはコントロールしにくいものに映るが、BPS や EPS は企業業績を反映する。つまり、企業側の努力次第

でコントロールできる要素といえる。 

 

 

まず、（1）BPS と PBR についてみていく。BPS の変化を、親会社株主利益と配当、自己株取得/増資を合

わせたファンダメンタルの影響と、それ以外の効果に分解した。親会社株主利益は黒字であれば BPS の増加要

図表5-(2)-3．株主総利回り(TSR)の分解 基準期

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3 25/3 26/3 平均

(期) 5期 10期

株主総利回り(TSR) 29% 44% -22% 13% -3% -16% 12% 31% 16% 36% 14% 12%

配当利回り 2% 3% 2% 3% 2% 2% 4% 5% 4% 5% 4% 3%

株価の変化 27% 42% -24% 10% -6% -18% 8% 26% 11% 32% 10% 9%

株価変化の分解(1)BPSとPBR

BPSの変化 -5% 8% 3% 12% 17% 6% 6% 12% 10% 12% 9% 8%

ファンダメンタルの効果 -4% 4% 2% 9% 7% 5% 4% 8% 9% 10% 6% 4%

親会社株主利益 0% 11% 9% 17% 13% 10% 11% 16% 17% 19% 13% 11%

配当 -3% -6% -6% -7% -5% -4% -6% -7% -7% -8% -6% -6%

自己株取得/増資 -1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -0%

それ以外の効果 -1% 4% 0% 3% 10% 1% 1% 3% 1% 2% 3% 3%

・PBR(倍) 2.4 3.1 2.3 2.2 1.8 1.4 1.4 1.6 1.6 1.9 1.6 2.0

PBRの変化 34% 31% -26% -2% -20% -22% 2% 13% 1% 18% 1% 1%

配当の影響(理論値) 1% 4% 4% 4% 3% 2% 2% 2% 3% 3% 2% 2%

自己株取得/増資の影響(理論値) 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

株式市場での評価 31% 26% -29% -6% -22% -24% -0% 10% -2% 14% -1% -1%

ファンダメンタル・リタ―ン(配当利回り+BPS変化) -3% 11% 5% 15% 20% 8% 10% 17% 14% 17% 13% 11%

株価変化の分解(2)EPSとPER

EPSの変化 -96% ― -16% 101% -20% -7% 24% 52% 16% 22% 20% 23%

親会社株主利益 -96% ― -16% 101% -14% -5% 25% 53% 17% 22% 21% 24%

期中平均株式数の影響 2% 0% 0% 0% -7% -2% -0% -1% -1% -0% -1% -1%

・PER(倍) ― 29.9 27.1 14.8 17.4 15.3 13.3 11.0 10.6 11.4 12.3 ―

PERの変化 ― ― -9% -45% 18% -12% -13% -17% -4% 8% -8% -11%

配当の影響(理論値) -2% -3% -2% -3% -2% -2% -4% -5% -4% -5% -4% -3%

期中平均株式数の影響 -2% -0% -0% -0% 7% 2% 0% 1% 1% 0% 1% 1%

株式市場での評価 ― ― -8% -44% 12% -11% -10% -13% -0% 13% -5% -9%

ファンダメンタル・リタ―ン(配当利回り+EPS変化) -95% ― -14% 104% -17% -5% 29% 57% 20% 26% 24% 26%

参考資料

ROE 0% 11% 9% 16% 11% 9% 11% 15% 16% 18% 14% 12%

DPS(円) 10 20 20 25 21 21 31 36 41 49 ― ―

DOE 3% 6% 6% 7% 5% 4% 6% 7% 7% 7% 6% 6%

配当性向 ― 55% 66% 41% 43% 46% 55% 42% 41% 41% 45% ―

総還元性向 ― 55% 66% 41% 44% 46% 55% 42% 41% 55% 48% ―

(注1)株価は各年度の各月末値平均。BPS=期末自己資本÷期末発行済み株式数(自己株式を除く)。PBR=株価÷BPS

　　EPS=親会社株主利益÷期中平均発行済み株式数(自己株式除く)。PERは完全予想ベ―ス。PER=株価÷EPS

(注2)株式市場での評価には、配当と自己株取得/増資の影響以外を含む

(注3)端数処理(表示単位未満を四捨五入)を行っているため、各項目の合計値が一致しない場合がある

(注4)次の場合は“－”を表示。変化率が999％超または-999％超、PERがマイナスまたは200倍超、PBRがマイナスまたは20倍超など

(注5)詳細な算出法については巻末の解説を参照

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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因となる。配当を行うと BPS の減少要因となるため、無配以外はマイナスとなる。 

それ以外の効果は、その他の包括利益累計額などファンダメンタルの影響以外で BPS に影響を与える項目で

あり、ここではそれ以外の効果として一くくりにしている。株式市場からの評価である PBR の変化は、配当の影響

と自己株取得/増資の影響を理論値として切り分け、残りを狭義の株式市場での評価の変化として捉えている。 

なお、配当利回りと BPS の変化を合わせてファンダメンタル・リターンと呼ぶ。ファンダメンタル・リターンは、企業が

株主に提供するリターンを意味し、企業が利益をあげて配当を支払いつつ、株主の持ち分である BPS を増やすと

いう企業活動から見たリターンといえる。 

10 期平均の TSR は 12％のプラス。株価変化がプラス 9％、配当利回りがプラス 3％。株価変化を分解する

と、BPS の変化はプラス 8％。株式市場からの評価である PBR の変化がプラス 1％だった。ファンダメンタル・リター

ン（配当利回り＋BPS の変化）は、3％+8％＝11％。 

（2）EPS と PER は、（1）とほぼ同じ考え方である。EPS の変化を、主な変化要因である親会社株主利益

と期中平均株式数の変化に分解した。親会社株主利益は増益ならプラス、減益ならマイナスとなる（BPS と異

なり、黒字でも減益ならマイナスとなることに注意）。株式市場からの評価である PER の変化も、配当の影響

（理論値）と期中平均株式数の変化に切り分け、残りを狭義の株式市場での評価の変化として捉えている。

ファンダメンタル・リターンは、配当利回りと EPS の変化の合計で表す。 

ファンダメンタル・リターン（配当利回り＋EPS の変化）は、3％+23％=26％。そして、市場からの評価である

PER の変化がマイナス 11％だった。 
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(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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17/3 期は EPS が大きく減少したことから、株価÷実績 EPS で計算される PER は大きく上昇した。異常値とい

える水準であることから、図表上は非表示とした。 

 

 

図表 5-(2)-6 は PER の変化が読み取りにくいことから、縦軸を対数表示に切り替えた図表 5-(2)-7 も参考ま

でに掲載した。 
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(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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（３） 株主資本コストの算出 ★UPDATED 

ROIC や ROE は投資家が想定する資本コストを上回って初めて価値が創造され、投資家に報いたことになる。

ROE に対応する資本コストは株主資本コストであり、ROIC に対応する資本コストは WACC である。株主資本コ

ストの算出方法には様々あるが、実務でよく使われるのが CAPM である。ここでは、CAPM に加え、QUICK が独

自に算出している QUICK 株主資本コストも掲載した。 

CAPM は、QUICK 算出のマーケット期待収益率（配当込み TOPIX の年率換算リターン-リスクフリーレート）、

リスクフリーレート（新発 10 年物日本国債）、対配当込み TOPIXβ 値（60 カ月）から算出している。 

QUICK 株主資本コストについての算出方法、見方については、巻末の「Appendix2～株主資本コストの見方」

をご覧いただきたい。 

CAPM でみた株主資本コストは 5.8％（直近 12 カ月平均）。21 年 6 月以降では段階的に低下している。

変動をならす目的で 12 カ月平均を採用した。なお、同社は有利子負債がないことから、株主資本コスト＝

WACC である。 

CAPM や QUICK 株主資本コストを示したが、これらの資本コストは推計値にすぎない。 

資本コストの推計値は目安として、投資家が想定する資本コストの水準を、対話などを通じて確認することが

大切だろう。 
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（４） PBR、PER の同業他社との比較 ★UPDATED 

同業他社との比較で対象とした同業 6 社と同社の PBR と PER を示した（JIGSAW は予想が非開示のため

除外）。PER と PBR の交点は ROE（ROE=PBR÷PER。財務比較で用いた ROE とは計算式が異なる点に注

意）となる。ROE のラインを図表に示した。ROE が 8％を上回ると PBR が上昇する傾向があるとされる。同社は

ROE が 10％を上回り、PBR が 2 倍前後となっている。 

 

 

過去からの株価推移 

業績拡大への期待などから PBR は 19 年に 3 倍程度に上昇した。その後は下落したが 1 倍を割り込むことは
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図表5-(3)-1．株主資本コストの推移
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(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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なく、足元は 1.8 倍前後となっている（直近の BPS ベースで計算。同業他社比較の数値とは異なる）。 
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６. 当面の業績動向 

27/3 期は上期の先行投資を吸収し通期増益を見込む 

（１） 26/3 期通期の業績実績 ★UPDATED 

26/3 期は 7%増収、17%営業増益 

26/3 期の単独業績は売上高が 99 億円（前期比 7%増）、営業利益は 9.6 億円（同 17%増）だった。

売上高の半分を占める主力の ICT 事業が、事業環境の変化に伴う利益率の高い案件の失注を受けて増収減

益となった一方、その変化をビジネスチャンスととらえたデジタルイノベーション事業と、収益性を高めたライフサイエ

ンス事業が伸長した。 

 

 

同社では、AI 技術の進化が目覚ましく、業界を取り巻く事業環境は急速に変化していることから、AI、Data、

Security の 3 つの技術領域を中核と位置付け以下の施策に注力した。 

①注力技術領域における自社ソリューションサービスのリリースを加速 

②自社ソリューションサービスを支えるエンジニアおよびコンサルタントの採用および教育投資を更に拡大 

③自社ソリューションサービスを顧客企業に認知・採用されるための、営業・マーケティング活動への投資も拡大 

 

主要な事業セグメントの業績動向は以下の通り。 

デジタルイノベーション事業 

AI 技術の進化による事業環境の急速な変化をビジネスチャンスととらえ、事業拡大に注力した。人財育成ソ

リューションサービスは Web 試験配信プラットフォームの利用者増加により、セキュリティサービスは内部脅威対策ソ

リューションの拡大により、それぞれ増収増益となった。DX 開発サービスも、自社 AI サービスの「Third AI」とアプリ

ケーション開発事業がいずれも伸びた。 

図表6-(1)-1．業績動向

(単位：百万円)

25/3期 26/3期

通期 通期 増減額 増減率

売上高 9,211 9,897 685 7.4%

売上原価 7,342 7,889 547 7.5%

売上総利益 1,868 2,007 138 7.4%

(売上総利益率) (20.3%) (20.3%) -0.0P -

販管費 1,048 1,043 -4 -0.4%

営業利益 820 963 142 17.4%

(営業利益率) (8.9%) (9.7%) 0.8P -

経常利益 828 980 151 18.3%

親会社株主利益 562 686 123 22.0%

ROE 16.2% 17.8% 1.6P -

(注)金額は百万円未満切り捨て。増減額・増減率・利益率は当研究所が計算

(出所)会社資料「決算短信(26/3期)」で当研究所作成
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ICT 事業 

ICT 事業は、システム構築サービスがガバメントクラウド関連をはじめとするスポット案件の受注で増収となったも

のの、利益率の高い案件の失注が響いて減益となった。システム運用サービスは、クラウド運用サービス「Kyrios」と

テクニカルヘルプデスクが伸びた反面、従来型の顧客企業への常駐運用サービスの減少が響いた。 

 

 

図表6-(1)-2．デジタルイノベーション事業の業績動向

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」

図表6-(1)-3．ICT事業の業績動向

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」
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・ガバメントクラウド 

管轄するデジタル庁のホームページによると、ガバメントクラウドは、政府共通のクラウドサービスの利用環境。クラ

ウドサービスの利点を最大限に活用することで、迅速、柔軟、かつセキュアでコスト効率の高いシステムを構築可能

とし、利用者にとって利便性の高いサービスをいち早く提供し改善していくことを目指している。 

 

ライフサイエンス事業 

ライフサイエンス事業は、医療機器の保守サービスとコンサルティングサービスが伸長した。利益率の高い案件の

獲得と人員配置の最適化を進めたことで収益性が改善した。 

 

 

（２） 27/3 期の業績計画 ★UPDATED 

AI・Data・Security の 3 領域を中核に事業を推進 

27/3 期について会社側は、売上高 100 億円（前期比 1%増）、営業利益 10 億円（同 4%増）を計画

する。AI・Data・Security の 3 領域を中核に、技術力の強化と顧客の事業変革支援を進める方針。上期は人

材の採用・育成とマーケティングへの先行投資により一時的に利益水準が低下する見込みだが、通期ではその投

資効果の発現などにより、増益を見込む。 

図表6-(1)-4．ライフサイエンス事業の業績動向

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」
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AI を起点とした事業環境の変化 

AI を起点とした事業環境の変化により、同社では一部業務の減少や利益率の圧迫が生じる一方、AI 関連

の成長分野は拡大している。同社は成長分野へのシフト、人財投資の強化、AI 領域への集中を対応策として

掲げる。すでに、DX 開発やセキュリティ分野が拡大しており、自社を「AI 成長市場にポジショニング済み」と位置

づけている。 

今後の方針として、競争環境の変化に対応するため先行投資を拡大する。人財採用・育成、新サービスの認

知度向上に向けたマーケティング投資、AI/Data/Security の技術力を強化することで、成長機会を取り込む。 

 

図表6-(2)-1．業績見通し

(単位：百万円)

26/3期 27/3期

実績 計画 増減額 増減率

売上高 9,897 10,000 102 1.0%

営業利益 963 1,000 36 3.8%

(営業利益率) (9.7%) (10.0%) 0.3P -

経常利益 980 1,000 19 2.0%

親会社株主利益 686 700 13 2.0%

(注)金額は百万円未満切り捨て。増減額・増減率・利益率は当研究所が計算

(出所)会社資料「決算短信(26/3期)」で当研究所作成

図表6-(2)-2．AI市場にポジショニング、今後も成長機会を取り込む

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」
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事業セグメント別の業績見通しは次の通り。 

 

 

 

図表6-(2)-3．デジタルイノベーション事業の業績見通し

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」

図表6-(2)-4．ICT事業の業績見通し

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」
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（３） 株主還元 ★UPDATED 

同社は将来の事業展開と経営体質の強化のための内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施し

ていくことを基本方針としている。具体的な配当水準として、1 株当たりの年間配当金 25 円もしくは配当性向

40％以上のいずれか高い方としている。この方針と業績等を総合的に勘案し、27/3 期の 1 株当たり年間配当

金は 50 円（上期末 11 円、期末 39 円）を計画。5 期連続で増配となる見通し。 

 

 

図表6-(2)-5．ライフサイエンス事業の業績見通し

(出所)会社資料「決算説明資料(26/3期)」
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(出所)会社資料「決算説明資料」で当研究所作成
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8 月 31 日までの自社株買いを実施中 

同社は、資本効率の向上、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するためとした、自社株

買いを実施中（2 月 10 日発表）。取得価額の総額（上限）が 5 億円、取得株数（上限）が 35 万株

（自己株式を除く発行済み株式数に対する割合 6.1％）。取得期間は、2 月 12 日～8 月 31 日までを予定

しており、6 月 30 日までに 25 万株、3.2 億円を買い付けた。 

 

（４） 会社計画の傾向、業績を見通す上でのポイント ★UPDATED 

会社の業績計画（期初、上期決算発表時）と実績は図表 6-(4)-1 の通り。過去 10 期（17/3 期～26/3

期）の期初計画と実績を比べると、すべての項目（売上高、各段階利益）で計画を達成したのは 5 期、同じ

く未達に終わったのが 1 期だった。同社は上期時点での計画修正はあまり行わないようである。過去 10 期では

上期時点で計画修正を行ったのは 20/3 期のみだった。20/3 期は計画を上方修正し、さらに修正計画を上回っ

て着地した。 
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季節性 

過去 6 期の四半期別の業績を見ると、売上高は 4Q の割合がやや高く、1Q が低くなる傾向があった。営業

利益はややばらつきがあるものの、平均で見ると 4Q の割合が高く、1Q が低くなる傾向があった。21/3 期 1Q は

営業赤字だったが、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けたため。 

図表6-(4)-1．会社計画と達成状況 単位：百万円

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主利益

17/3期 期初公表の計画 4,800 180 180 80

上期発表時の計画 4,800 180 180 80

実績 4,634 195 136 3

達成率 97% 108% 76% 4%

18/3期 期初公表の計画 4,800 205 205 100

上期発表時の計画 4,800 205 205 100

実績 4,748 251 258 184

達成率 99% 122% 126% 184%

19/3期 期初公表の計画 5,000 180 180 100

上期発表時の計画 5,000 180 180 100

実績 5,472 238 247 154

達成率 109% 132% 137% 154%

20/3期 期初公表の計画 5,700 255 255 160

上期発表時の計画 6,230 365 365 219

実績 6,245 470 483 309

達成率 110% 184% 189% 193%

21/3期 期初公表の計画 6,435 433 433 260

上期発表時の計画 6,435 433 433 260

実績 6,310 351 382 267

達成率 98% 81% 88% 103%

22/3期 期初公表の計画 6,500 420 435 261

上期発表時の計画 6,500 420 435 261

実績 7,040 435 470 253

達成率 108% 104% 108% 97%

23/3期 期初公表の計画 7,500 550 550 330

上期発表時の計画 7,500 550 550 330

実績 7,381 464 476 315

達成率 98% 84% 87% 95%

24/3期 期初公表の計画 7,750 550 550 358

上期発表時の計画 7,750 550 550 358

実績 8,119 631 665 482

達成率 105% 115% 121% 135%

25/3期 期初公表の計画 8,722 680 680 490

上期発表時の計画 8,722 680 680 490

実績 9,211 820 828 562

達成率 106% 121% 122% 115%

26/3期 期初公表の計画 9,632 830 830 600

上期発表時の計画 9,632 830 830 600

実績 9,897 963 980 686

達成率 103% 116% 118% 114%

27/3期 期初公表の計画 10,000 1,000 1,000 700

(注1)期初計画を達成した場合は緑色、未達だった場合はオレンジ色で示す

(注2)計画値は期初および上期発表時点の数値を記載。1Qと3Q、期中の修正は表示していない

(注3)達成率は、期初計画に対する比率

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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７. 主な非財務情報 

（１） 東証の要請「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」について 

東京証券取引所は 23 年 3 月、プライム市場およびスタンダード市場の全上場会社を対象に、「資本コストや

株価を意識した経営の実現に向けた対応」を要請。自社の資本コストや資本収益性を的確に把握し、その内

容や市場評価に関して取締役会で分析・評価し、改善に向けた具体的な取り組み等を投資家にわかりやすく

説明することが求められている。 

PBR1 倍割れは、資本コストを上回る資本収益性を達成できていないと評価されるが、同社の PBR は 1.0 倍

超の水準を維持しており、今後もさらなる向上を目指していく。PBR＝ROE×PER の式に分解されるが、ROE およ

び PER の向上施策を進めている。ROE については、中期経営計画の各施策を着実に実行することによる利益率

の向上、エンジニア・コンサルタントの採用および教育の継続的な実施、適切な財務バランスの構築と株主還元

の強化を図っていく。PER については、積極的な IR・SR 活動による資本市場との対話の推進・強化に取り組む。

なお、政策保有株式については保有しておらず、今後も原則として保有しない方針。 

 

 

 

（２） サステナビリティに対する取り組み ★UPDATED 

ガバナンス 

同社は、サステナビリティを巡る課題への取り組みを推進することが重要事項の一つと認識しており、中長期的

に企業価値を向上させるためにも、注力する「サステナビリティ重点課題」を設定し、社会の持続的な発展に貢

献できるよう取り組んでいる。同社が置かれている経営環境を踏まえ、サステナビリティに関連するリスクおよび機

図表7-(1)-1．同社のROE、PER向上に向けた取り組み

(出所)会社資料「決算説明資料(25/3期)」
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会等については、原則として月 1 回開催される取締役会における経営の重要な意思決定および業務執行の監

督並びに監査等委員会および内部監査室による監査を通じて検討を行っており、その結果を踏まえて、サステナ

ビリティに寄与するコーポレートガバナンス体制の整備・強化をしている。 

 

サステナビリティ方針 

同社は以下の存在意義（パーパス）を定め、社会課題の解決に努めることにより企業価値の向上を図ること

をサステナビリティ方針としている。 

JTP の存在意義（パーパス）：「開かれた市場の形成と世界の格差是正を実現する」 

同社は、世界で産み出された技術革新の果実は、広く、等しく享受されるべきだと考えている。しかし日本国

内だけでなく、世界においても、経済格差、地域格差、保護主義などの台頭によりその摂理に反して不均衡が

起こっている。こうした不均衡を修正し、競争力ある市場形成することによって、国際社会に貢献していく。 

同社は、自らの事業活動の環境や社会への影響、ステークホルダーの期待や社会要請に鑑み、中長期的に

注力する下記「サステナビリティ重点課題」を設定し、取り組みを推進している。 

 

図表7-(2)-1．サステナビリティ重点課題および取り組みの状況

(出所)会社資料「有価証券報告書(26/3期)」
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多様性の確保の考え方および人財育成方針・社内環境整備方針 

同社は、人財の多様性を互いに尊重し、誰もが活躍することができる職場環境づくりを進め、社員一人ひとり

が公平に機会と支援を得て、その能力を最大限に発揮し、自らが組織運営に参画することで、イノベーションと新

しい価値創造の実現を目指している。 

同社は日々進歩する IT 技術を常に追随できるエンジニアマインドを持ち、顧客のビジネス課題をみつけ IT で解

決策を示す課題解決力を持った人財の育成に注力しており、社員の多様な専門性・志向に応じた育成体系お

よび幅広いコンテンツの整備、コミュニティ学習を通じた共創促進と学びあう風土の醸成を推進している。また、高

い技術専門性に応じた処遇の実現等、社員の自律的な成長を促す制度を整備するとともに、業務の特性等に

応じて働く時間と場所を柔軟に設定できる環境を実現することで、「ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン」を

推進し、従業員エンゲージメントを向上している。 

多様な人財一人ひとりが自分自身を表現し、活躍できる組織機能・カルチャーを持った働く人にとってより魅

力的な企業へと変革し、第 2 次中期経営計画の各戦略の実行を支える人財・組織力を最大化するとともに、

将来にわたっての企業価値を高めていく。 

 

 

なお、厚生労働省が策定した女性活躍の推進に積極的に取り組む企業を認定する制度「えるぼし認定」にお

いて、2 段階目（2 つ星）の認定を取得している。評価項目のうち「労働時間等の働き方」「管理職比率」「多

様なキャリアコース」の評価基準を満たしたことで、3 段階中の 2 段目である「2 つ星」に認定されている。 

 

（３） 高度 IT 人財育成の取り組み 

同社は今後の成長を遂げていくうえで、人的資本を最重要資本と位置づけている。顧客からの DX 推進や IT

エンジニア育成等の要望に対応するため、自社の社員の教育に力を入れている。企業の IT 基盤において、パブリ

ッククラウドの利用が進んでいるが、なかでも、EC サイトで有名な Amazon が提供する AWS（Amazon Web 

Services）は広く利用されている。一方で、AWS を活用するには技術的な専門知識が必要とされるため、同社

では、社内のエンジニアの AWS 認定資格取得を推進し、会社主導による技術研修や社員主催の技術勉強会

などを開催している。 

同社は AWS 認定資格の取得合計数が 500 を超える企業として、25 年 9 月 4 日に「AWS 500 APN 

図表7-(2)-2．多様性の確保の考え方、人財育成方針・社内環境整備方針に係る指標と目標

指標 目標 実績(26/3期)

男性労働者の育児休業取得率 27年3月までに100.0％ 100.0%

管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合 27年3月までに30.0％ 16.7%

労働者に占める外国籍労働者の割合 27年3月までに10.0％ 10.1%

(出所)会社資料「有価証券報告書(26/3期)」で当研究所作成
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Certification Distinction」に認定された。「AWS パートナーネットワーク（APN）Certification Distinction」

（認定数達成表彰）は、APN のパートナー企業における AWS 認定資格の合計取得数が一定値に達するごと

に、AWS から認定を受けることができる制度である。同社は、23 年 12 月に「AWS 200 APN Certification 

Distinction」、24 年 4 月に「AWS 300 APN Certification Distinction」、25 年 2 月に「AWS 400 APN 

Certification Distinction」の認定を受けている。 

25 年 9 月時点で AWS 資格は 15 種類あり、同社はこれら全ての資格を取得している。資格保有数のうち約

38％が「スペシャリティ（専門知識）」および「プロフェッショナル」レベルの上位資格であり、高度な技術力が証

明されている。特にデータや AI/ML 関連の資格取得数が増加しており、昨今注目を集める技術分野において豊

富な知識が認められている。同社が認定資格取得エンジニアを多数保有することが顧客企業から評価され、日

本を代表する大手企業から AWS を活用する事業を多数受注することができている。今後も APN のパートナー企

業として、顧客のクラウド活用の推進やビジネス拡大の機会創出に寄与していく。 

 

 

中期経営計画期間中には、イネイブラー人財になりうる PM（プロジェクトマネージャー）150 名の育成を目標

としている。PM とは、顧客から要望を受けたものを理解し、プロジェクトの成功を導くために広範囲に仕事を行い

プロジェクトの品質、コスト、納期を守り推進する実行役を指す。さらに上流工程を担うコンサルタントは 20 名の

育成を目指している。コンサルタントとは、企業が持つ潜在的なビジネスの課題を IT で解決に導くための設計業

務を担当し、IT 知識に加えて業界に精通した深い知見と経験を有するいわば IT 知見+業務コンサルタント寄り

の立ち位置となる。事業を体現するイネイブラー人財の育成、イノベーションと価値創出のための環境整備と文化

の醸成、事業で培った育成ノウハウを組み合わせることで、「2030 年の目指す姿」への到達を目指していく。 

図表7-(3)-1.　同社が取得しているAWSの認定

アドバンストティア サービス 認定トレーニングパートナー
Proserve Ready

Program
AWS 公共部門パートナー

Well-Architected

パートナープログラム

(出所)会社資料
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（４） ライフサイエンス分野における取り組み 

同社は約 30 年にわたる分析機器/医療機器サービス＆サポートの知見、ICT サービス全般における知見と医

療業界に関する知見を活かし、ライフサイエンス事業にも力を入れている。日本は病院数が世界一にもかかわら

ず医師が不足しており、デジタル田園都市構想により在宅医療が増加する現状がある。 

製薬業界ではグローバルなコンプライアンス対応のニーズが増加しているが、法規制が海外医療機器メーカーの

日本市場への参入の障壁になっている。同社は薬機法に基づく 4 つの業認可（医療機器製造販売業、製造

業、販売/貸与業、修理業）を取得しており、法規制対応コンサルタント（医療機器プログラムなどの日本市場

への導入・運用）として、医療、介護、製薬等の分野で各ベンダーと協業し、ライフサイエンス業界の ICT 化を推

進することにより医療の効率化に貢献。薬事申請業務から輸入、受入検査、保管、販売支援、販売後の修理

サポートまでワンストップサービスの提供により、海外医療機器メーカーの日本市場参入を支援し、医療現場の負

担軽減に貢献している。 

 

（５） コーポレートガバナンス ★UPDATED 

同社は持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現するために、経営に関する意思決定の迅速化・

効率化の強化に取り組んでいる。この取り組みの一環として、取締役会の監督機能を強化し、コーポレートガバナ

ンスを一層充実させることを目標に、20 年 6 月 30 日開催の株主総会の決議に基づき、監査役会設置会社か

図表7-(3)-2.　イネイブラー人財が活躍する領域

(出所)会社資料「第2次中期経営計画資料」
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ら監査等委員会設置会社に移行した。 

同社は取締役の員数を 13 名以内としており、優れた人格、見識、高い倫理性を有し、かつ知識・経験・能

力を備えている取締役によって構成することとしている。現在の取締役は全員日本人（男性 7 名、女性 1 名）

となっているが、ジェンダーや国際性の面での多様性確保についても、引き続き検討する方針だ。監査等委員に

は公認会計士（2 名）を配し、適切に監査ができる体制を構築している。 

なお、米国サン・マイクロシステムズの共同創立者で長年にわたり IT 業界をけん引してきたスコット・マクネリ氏

は同社の最高経営顧問となっている。 

 

 

図表7-(5)-1.　コーポレートガバナンス体制、取締役等の状況

・機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13名

定款上の取締役の任期 1年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3名

社外取締役のうち独立役員に指定されている人数 3名

女性取締役の人数 1名

【監査等委員会】

監査等委員会 3名(全委員)

監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人

の有無
なし

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の委員会

の有無
あり

指名委員会に相当する任意の委員会 5名(全委員)

報酬委員会に相当する任意の委員会 5名(全委員)

【独立役員関係】

独立役員の人数 3名

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する施策の実施状況 業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入

ストックオプションの付与対象者 社内取締役

【取締役報酬関係】

(個別の取締役報酬の)開示状況 個別報酬の開示はしていない

報酬の額またはその算定方法の決定方針の有無 なし

・その他

買収防衛策の導入の有無 なし

(出所)会社資料「コーポレートガバナンス報告書(26年6月22日付)、有価証券報告書(26/3期)」で当研究所作成
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図表7-(5)-2．同社のコーポレートガバナンス体制図

(出所)会社資料「有価証券報告書(26/3期)」
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８. 大株主の状況、リスク等 

（１） 大株主の状況 ★UPDATED 

大株主の推移は図表 8-(1)-1 の通り。代表取締役会長の森豊氏が筆頭株主で、20 年 5 月に資本業務提

携契約を締結した日商エレクトロニクス（現、双日テックイノベーション）が第 2 位の株主。従業員持株会は 4

位株主となっている。 

 

 

（２） トップ・マネジメント ★UPDATED 

代表取締役会長の森豊氏（1973 年 12 月生）は、米国の大学でビジネスマネジメントを専攻。当時流行し

始めたインターネット通販などに刺激を受けたことがきっかけで専攻を選択。あまり日本人のいない学部で様々な

ケーススタディを通じて実践的に学んだ。2002 年６月、JTP 入社。08 年４月、事業統括推進室室長。09 年４

月、ヘルプデスク部部長。12 年４月、執行役員新規事業推進本部 SNS 推進室長。14 年４月、社長執行

役員。同年６月、代表取締役社長、26 年 4 月、代表取締役会長に就任。 

父親は創業者で前代表取締役社長の森和昭氏である。14 年、同氏の逝去後に代表取締役社長に就任。

従来、同社の業務は顧客が所有するメーカーの機器やソフトウエアのサポートが中心だったが、IT 業界のクラウド化

が進行する中、エンドユーザーにソリューションを提供するビジネスモデルを推進している。 

図表8-(1)-1．大株主の推移

22/3期末 23/3期末 24/3期末 25/3期末 26/3期末

順位
株主名 株主名 株主名 株主名 株主名

所有株式

数(株)

所有割合

(%)

1 森豊 森豊 森豊 森豊 森豊 494,153 8.79

2 日商エレクトロニクス 日商エレクトロニクス 日商エレクトロニクス
双日テックイノベー

ション

双日テックイノベー

ション
470,000 8.36

3 従業員持株会 従業員持株会 従業員持株会 光通信

光通信KK投資事業

有限責任組合無限

責任組合員光通信

370,000 6.58

4 上田八木短資 楽天証券
J.P. MORGAN

SECURITIES PLC
従業員持株会 従業員持株会 315,562 5.61

5 外池栄一郎 金山洋志 金山洋志 JPモルガン証券

UHPartners２投資

事業有限責任組合

無限責任組合員

UHPartners２

140,000 2.49

6 金山洋志 外池栄一郎 外池栄一郎 外池榮一郎 櫛部興喜 104,600 1.86

7 佐伯康雄 SBI証券 槇田重夫 金山洋志 外池榮一郎 102,000 1.81

8 吉井右 佐伯康雄 佐伯康雄 槇田重夫 金山洋志 100,000 1.78

9 長谷川将 吉井右 吉井右 佐伯康雄 槇田重夫 98,300 1.75

10
夢真ビーネックスグ

ループ

三菱UFJモルガン・ス

タンレー証券
大和証券 櫛部興喜 大和証券 96,400 1.72

計 2,291,015 40.76

(出所)会社資料「有価証券報告書」で当研究所作成
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26 年 4 月に代表取締役社長となった為田光昭氏（1974 年 1 月生）は、1994 年に新卒で JTP へ入社し

た生え抜きで、以来 30 年余りを事業部門とともに歩む。2013 年の取締役就任後は、新規事業開発本部長、

デジタルトランスフォーメーション事業本部長、デジタルイノベーション本部長、ソリューション事業本部長を歴任。16

年に常務取締役、22 年 6 月に取締役副社長を経て、社長に就任した。 

 

（３） 事業等のリスク ★UPDATED 

以下、同社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載している（26/3 期

有価証券報告書より抜粋）。 

 

（特に重要なリスク） 

（1）事業環境の変化に関するリスク 

同社が属する情報サービス業界は、IT サービス専業の企業間の競争はもとより、海外企業や異業種からの参

入などにより、競争環境は激化している。このような環境下で、事業環境の変化等により顧客企業の IT 投資ニ

ーズが急速かつ大きく変化した場合や、業界内部での価格競争が現状を大幅に超える水準で推移した場合に

は、同社の経営成績および財務状況に影響が及ぶ可能性がある。また、同社は、様々な業種・業態の顧客企

業に各種サービスを提供しているが、顧客企業の IT 投資の実行時期・規模は、経済環境等に直接的・間接的

に影響を受けるため、同社の経営成績および財政状態に影響が及ぶ可能性がある。 

 

（2）情報セキュリティに関するリスク 

同社は業務遂行の一環として、個人情報や機密情報を取り扱うことがある。これらの情報について、サイバー

攻撃等による情報セキュリティ事故が発生した場合、同社の社会的信用やブランドイメージの低下、発生した損

害に対する賠償金の支払い、法的罰則等により、同社の経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性

がある。このため、同社は情報管理を経営の最重要事項に位置付け、社内に専門組織を設置し、各種認証の

取得や情報セキュリティ教育を推進するとともに、ビジネス基盤におけるセキュリティ対策を随時実施し、情報管

理体制の強化に努めている。 

 

（3）コンプライアンスに関するリスク 

同社の事業活動は、国内外の各種法規制の適用を受けている。同社では、行動基準やコンプライアンスプロ

グラム等を制定するとともに、役職員への教育、啓蒙活動を実施し、法令順守に取り組んでいるが、重大なコン

プライアンス違反や事業展開において法令等に触れる事態が発生した場合、同社の社会的信用の低下や業績

に影響を与える可能性がある。 
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（4）システム運用に関するリスク 

同社が提供するシステムやサービスには、社会的なインフラに大きく関わっているものもある。これらにおいて運用

中に障害が発生した場合、同社の社会的信用やブランドイメージの低下、発生した損害に対する賠償金の支払

い等により、同社の経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性がある。 

 

（重要なリスク） 

（1）人材の確保について 

近年の IT 業界は、売り手市場であり、労働集約型企業の印象が強い企業ほど採用活動が困難な状況にあ

る。同社は、従来の労働集約型企業とは異なり、新しい技術を顧客企業へ提案する企業であり、学歴・国籍・

性別などにとらわれない事を訴えてきた。結果、安定的に優秀な人材を採用することができており、大企業にも決

して劣らない採用システムが構築できていると自負している。しかしながら、同社の必要とする資質を持つ人材を

確保できない場合には、同社の経営成績および財政状態に影響が及ぶ可能性がある。 

 

（2）新規サービス立ち上げ時における収益性の低下について 

技術革新の早い IT 業界では、技術の習得が条件で取引を開始する際に収益が低下することがリスクではな

いかという懸念を指摘される向きがある。しかし、形のない技術を主体として事業を行い、取引先とミッションを共

有する以上、その取り組みに必要な技術習得に関するコストは、同社にとって当然の投資と考えている。また、当

初の期待通りの事業展開が果たせなかったとしても習得した技術や情報は無駄になることはないが、収益性の

低下については常に考慮し、収益のバランスを取りながら事業運営を行っている。同社は、今後もこの方針によっ

て事業を運営していく。しかしながら、その結果、新規サービス立ち上げ時からの一定の期間は収益的に赤字にな

ることもあり、この場合には、同社の経常利益率を低下させ、同社の経営成績および財政状態に影響が及ぶ可

能性がある。 

 

（3）顧客からのコストダウン要求について 

景況感や企業収益の悪化等による顧客の IT 投資抑制傾向は、コストへの要求や IT 投資効果への評価の

厳格化となって、同社の扱うシステムやサービスの販売価格低下圧力につながり、同社の経営成績および財政

状態に影響を及ぼす可能性がある。 

 

（4）大規模災害等のリスク 

地震等の大規模な自然災害の発生やテロ被害等に見舞われ、同社の設備・インフラへ甚大な損害や人的

被害が生じた場合、同社の経営成績および財政状態に影響が及ぶ可能性がある。 
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（5）海外情勢に伴うリスク 

戦争、テロリズム、紛争またはその他の要因による政治的混乱等の発生や、文化や慣習の違いから生ずる労

務問題や疾病といった地政学的なリスクが、同社の事業および経営成績に影響を及ぼす可能性がある。具体

的にはライフサイエンスサービス事業において、修理や点検に必要な部品の入庫遅れなどにより、医療機器や化

学分析装置の修理や点検等のサービスが予定通りに実施できず、同社の事業および経営成績に影響を及ぼす

可能性がある。 
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９. 財務関連データおよび指標 

業績データおよび指標データ。同社の会計基準の変更や収益認識基準の影響額の調整などは行っていない。 

（１） 損益計算書（通期）、付属資料 ★UPDATED 

 

図表9-(1)-1．損益計算書(通期)、付属資料 単位：百万円

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 27/3期

計画

売上高 4,634 4,748 5,472 6,245 6,310 7,040 7,381 8,119 9,211 9,897 10,000

(前期比) -2% 2% 15% 14% 1% 12% 5% 10% 13% 7% 1%

売上原価 3,731 3,746 4,408 4,998 5,197 5,818 6,046 6,584 7,342 7,889

(前期比) -5% 0% 18% 13% 4% 12% 4% 9% 12% 7%

(売上原価率) 81% 79% 81% 80% 82% 83% 82% 81% 80% 80%

売上総利益 902 1,001 1,063 1,246 1,112 1,221 1,335 1,534 1,868 2,007

(前期比) 9% 11% 6% 17% -11% 10% 9% 15% 22% 7%

(売上総利益率) 19% 21% 19% 20% 18% 17% 18% 19% 20% 20%

販管費 707 749 824 775 761 785 870 903 1,048 1,043

(前期比) 20% 6% 10% -6% -2% 3% 11% 4% 16% -0%

(販管費率) 15% 16% 15% 12% 12% 11% 12% 11% 11% 11%

営業利益 195 251 238 470 351 435 464 631 820 963 1,000

(前期比) -18% 29% -5% 97% -25% 24% 7% 36% 30% 17% 4%

(営業利益率) 4% 5% 4% 8% 6% 6% 6% 8% 9% 10% 10%

EBITDA 268 303 284 507 383 467 497 676 895 1,018

(前期比) -26% 13% -6% 79% -24% 22% 6% 36% 32% 14%

(EBITDAマージン) 6% 6% 5% 8% 6% 7% 7% 8% 10% 10%

ネット金融収支 - - - - - - - - - 2

為替差損益 - -1 1 -3 - 11 7 17 -5 2

持分法投資損益 -59 - - - - - - - - -

経常利益 136 258 247 483 382 470 476 665 828 980 1,000

(前期比) -42% 90% -4% 96% -21% 23% 1% 40% 25% 18% 2%

(経常利益率) 3% 5% 5% 8% 6% 7% 6% 8% 9% 10% 10%

税前利益 48 249 246 473 382 401 476 665 756 931

(税負担率) 92% 26% 37% 35% 30% 37% 34% 27% 26% 26%

親会社株主利益 3 184 154 309 267 253 315 482 562 686 700

(前期比) -96% - -16% 101% -14% -5% 25% 53% 17% 22% 2%

(純利益率) 0% 4% 3% 5% 4% 4% 4% 6% 6% 7% 7%

EPS(円) 0.6 36.3 30.4 60.8 48.9 45.4 56.2 85.7 99.3 120.7

DPS(円) 10.0 20.0 20.0 25.0 21.0 21.0 31.0 36.0 41.0 49.0

配当性向 - 55% 66% 41% 43% 46% 55% 42% 41% 41%

BPS(円) 321.9 348.1 357.8 399.6 469.2 495.1 523.5 585.4 643.9 720.2

設備投資額 46 22 65 38 28 34 67 109 83 83

減価償却費 73 52 46 37 32 32 33 45 75 55

研究開発費 - - - - - - - - - -

従業員数(人) 375 388 389 398 394 400 410 446 462 459

(注1)EBITDA=営業利益+減価償却費。税負担率=(法人税等+調整額)÷税前利益

(注2)EPS、DPS、配当性向、BPSは会社公表値。EPS、DPS、BPSは株式分割があれば、当研究所が遡及修正

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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（２） 貸借対照表、キャッシュフロー計算書 ★UPDATED 

 

図表9-(2)-1．貸借対照表、キャッシュフロー計算書 単位：百万円

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

流動資産 2,223 2,333 2,526 2,914 3,622 4,023 4,176 4,631 5,221 5,856

　現預金 1,290 1,304 1,401 1,477 1,899 2,228 2,550 2,830 3,295 3,548

　短期有価証券 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　売上債権 713 888 930 1,128 1,342 1,504 1,322 1,417 1,480 1,765

　棚卸資産 55 32 92 212 204 36 56 21 32 21

固定資産 482 551 593 623 677 545 616 733 689 708

　有形固定資産 125 114 148 142 125 103 106 113 106 105

　無形固定資産 59 30 14 13 26 24 56 111 54 33

　　のれん 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　投資その他の資産 297 406 429 467 525 417 454 508 528 569

資産合計 2,706 2,884 3,120 3,537 4,300 4,569 4,793 5,365 5,911 6,565

流動負債 623 624 772 939 1,069 1,147 1,195 1,346 1,506 1,736

　買入債務 87 105 159 178 217 301 289 240 266 280

　短期借入金・社債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

固定負債 445 490 528 566 617 656 660 713 749 780

　長期借入金・社債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負債合計 1,069 1,114 1,300 1,505 1,686 1,803 1,855 2,060 2,255 2,517

自己資本 1,636 1,770 1,819 2,031 2,614 2,765 2,937 3,304 3,655 4,048

非支配株主持ち分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

純資産 1,636 1,770 1,819 2,031 2,614 2,765 2,937 3,304 3,655 4,048

運転資本 681 815 863 1,162 1,329 1,239 1,089 1,198 1,246 1,506

投下資本(運用ベース) 865 959 1,025 1,317 1,480 1,366 1,251 1,422 1,406 1,644

投下資本(調達ベース) 1,636 1,770 1,819 2,031 2,614 2,765 2,937 3,304 3,655 4,048

ネット投下資本(調達ベース) 346 466 418 554 715 537 387 474 360 500

ネットデット(-はネットキャッシュ) -1,290 -1,304 -1,401 -1,477 -1,899 -2,228 -2,550 -2,830 -3,295 -3,548 

1．営業キャッシュフロー 132 115 299 259 200 503 527 548 776 733

　税金等調整前当期純利益 48 249 246 473 382 401 476 665 756 931

　法人税等の支払額 -117 -53 -53 -102 -216 -118 -181 -177 -254 -244 

　減価償却費 73 52 46 37 32 32 33 45 75 55

　売上債権の増減額 29 -175 -41 -198 -213 6 182 -94 -63 -285 

　棚卸資産の増減額 -12 22 -59 -120 8 -6 -20 33 -10 9

　仕入債務の増減額 -28 18 53 19 38 84 -17 -47 25 15

2．投資キャッシュフロー -47 -46 -100 -80 -75 -57 -35 -103 -70 -100 

　固定資産の取得 -37 -48 -101 -77 -26 -38 -91 -120 -141 -107 

　投資その他の資産の取得 0 -21 -40 -38 0 -3 -22 -11 -63 -19 

3．フリーキャッシュフロー(1+2) 85 69 199 179 125 446 492 445 706 633

4．財務キャッシュフロー -140 -53 -103 -103 297 -118 -172 -145 -242 -325 

　配当 -77 -50 -100 -101 -125 -118 -172 -145 -242 -226 

　自己株取得 -56 0 0 0 0 0 0 0 0 -98 

　有利子負債の増減額 -6 -2 -2 -1 0 0 0 0 0 0

現預金の増減額 -51 14 97 75 422 329 321 298 463 305

現預金の期末残高 1,289 1,304 1,401 1,476 1,899 2,228 2,550 2,829 3,292 3,598

(注)ネットデット=有利子負債-手元流動性

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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（３） 財務分析 ★UPDATED 

 

図表9-(3)-1．財務分析

17/3期 18/3期 19/3期 20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

＜ROEの3分解式＞

純利益率 0.1% 3.9% 2.8% 4.9% 4.2% 3.6% 4.3% 5.9% 6.1% 6.9%

総資産回転率(回) 1.7 1.7 1.8 1.9 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

財務レバレッジ(倍) 1.6 1.6 1.7 1.7 1.7 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

＜資産収益性＞

ROE 0.2% 10.8% 8.6% 16.1% 11.5% 9.4% 11.0% 15.4% 16.2% 17.8%

ROA 4.9% 9.2% 8.2% 14.5% 9.7% 10.6% 10.2% 13.1% 14.7% 15.7%

税前ROIC(運用ベース) 22.3% 27.5% 24.0% 40.1% 25.1% 30.6% 35.5% 47.2% 58.0% 63.1%

税前ROIC(調達ベース) 11.5% 14.7% 13.3% 24.4% 15.1% 16.2% 16.3% 20.2% 23.6% 25.0%

税前ROIC(ネット調達ベース) 51.2% 61.8% 53.8% 96.7% 55.3% 69.5% 100.4% 146.6% 196.6% 224.0%

＜売上比＞

売上総利益率 19.5% 21.1% 19.4% 20.0% 17.6% 17.3% 18.1% 18.9% 20.3% 20.3%

販管費率 15.3% 15.8% 15.1% 12.4% 12.1% 11.2% 11.8% 11.1% 11.4% 10.5%

営業利益率 4.2% 5.3% 4.3% 7.5% 5.6% 6.2% 6.3% 7.8% 8.9% 9.7%

EBITDAマージン 5.8% 6.4% 5.2% 8.1% 6.1% 6.6% 6.7% 8.3% 9.7% 10.3%

経常利益率 2.9% 5.4% 4.5% 7.7% 6.1% 6.7% 6.4% 8.2% 9.0% 9.9%

純利益率 0.1% 3.9% 2.8% 4.9% 4.2% 3.6% 4.3% 5.9% 6.1% 6.9%

＜効率性＞

総資産回転期間(月) 7.2 7.1 6.6 6.4 7.5 7.6 7.6 7.5 7.3 7.6

売上債権回転期間(日) 57.3 61.5 60.6 60.1 71.4 73.8 69.9 61.6 57.4 59.8

棚卸資産回転期間(日) 4.7 4.2 5.1 11.1 14.6 7.5 2.8 2.1 1.3 1.2

買入債務回転期間(日) 9.9 9.4 10.9 12.3 13.9 16.2 17.8 14.7 12.6 12.6

CCC (日) 52.1 56.4 54.8 58.9 72.2 65.1 54.8 49.0 46.1 48.4

1人当たり売上高(百万円) 12.5 12.4 14.1 15.9 15.9 17.7 18.2 19.0 20.3 21.5

1人当たり営業利益(百万円) 0.5 0.7 0.6 1.2 0.9 1.1 1.1 1.5 1.8 2.1

＜財務安全性＞

手元流動性比率(月) 3.4 3.3 3.0 2.8 3.2 3.5 3.9 4.0 4.0 4.1

自己資本比率 60.5% 61.4% 58.3% 57.4% 60.8% 60.5% 61.3% 61.6% 61.8% 61.7%

流動比率 356.8% 373.9% 327.2% 310.3% 338.8% 350.7% 349.5% 344.1% 346.7% 337.3%

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) - - - - - - - - - -

＜成長性＞

前期比

　売上高 -2.3% 2.5% 15.2% 14.1% 1.0% 11.6% 4.8% 10.0% 13.4% 7.4%

　営業利益 -17.7% 28.7% -5.2% 97.5% -25.3% 23.9% 6.7% 36.0% 30.0% 17.4%

　親会社株主利益 -96.3% - -16.3% 100.6% -13.6% -5.2% 24.5% 53.0% 16.6% 22.1%

　投下資本(運用ベース) -1.8% 10.9% 6.9% 28.5% 12.4% -7.7% -8.4% 13.7% -1.1% 16.9%

　自己資本 -6.9% 8.2% 2.8% 11.7% 28.7% 5.8% 6.2% 12.5% 10.6% 10.8%

　総資産 -5.1% 6.6% 8.2% 13.4% 21.6% 6.3% 4.9% 11.9% 10.2% 11.1%

(注1)資産収益性、効率性で使用のBS項目、従業員数は期首・期末平均

(注2)ROAは経常利益ベース。EBITDA=営業利益+減価償却費

(注3)売上債権回転期間は売上高ベース。棚卸資産回転期間、買入債務回転期間は売上原価ベース

(注4)インタレスト・カバレッジ・レシオ=(営業利益+受取利息・配当金)÷支払利息・割引料

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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（４） 損益計算書（四半期、半期） ★UPDATED 

 

 

  

図表9-(4)-1．損益計算書(四半期、半期) 単位：百万円

25/3期 26/3期 25/3期 26/3期

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 上期 下期 上期 下期

売上高 2,048 2,333 2,403 2,427 2,312 2,627 2,411 2,547 4,381 4,830 4,939 4,958

（前年同期比） 9% 16% 16% 13% 13% 13% 0% 5% 12% 14% 13% 3%

売上原価 1,725 1,820 1,884 1,913 1,918 2,079 1,942 1,950 3,545 3,797 3,997 3,892

（前年同期比） 7% 13% 13% 13% 11% 14% 3% 2% 10% 13% 13% 3%

（売上原価率） 84% 78% 78% 79% 83% 79% 81% 77% 81% 79% 81% 78%

売上総利益 322 514 518 514 393 549 469 596 836 1,032 942 1,065

（前年同期比） 18% 27% 30% 12% 22% 7% -9% 16% 23% 21% 13% 3%

（売上総利益率） 16% 22% 22% 21% 17% 21% 19% 23% 19% 21% 19% 21%

販管費 229 261 274 284 243 262 276 262 490 558 505 538

（前年同期比） 7% 19% 19% 19% 6% 0% 1% -8% 13% 19% 3% -4%

（販管費率） 11% 11% 11% 12% 11% 10% 11% 10% 11% 12% 10% 11%

営業利益 92 253 245 230 150 286 193 334 345 475 436 527

（前年同期比） 61% 36% 45% 5% 63% 13% -21% 45% 42% 22% 26% 11%

（営業利益率） 4% 11% 10% 9% 6% 11% 8% 13% 8% 10% 9% 11%

ネット金融収支 - - - - - 1 - 1 - - 1 1

為替差損益 6 -17 11 -5 -3 2 1 2 -11 6 -1 3

持分法投資損益 - - - - - - - - - - - -

経常利益 98 243 257 230 153 290 197 340 341 487 443 537

（前年同期比） 44% 28% 55% -5% 56% 19% -23% 48% 32% 20% 30% 10%

（経常利益率） 5% 10% 11% 9% 7% 11% 8% 13% 8% 10% 9% 11%

税前利益 98 243 257 158 153 290 197 291 341 415 443 488

親会社株主利益 62 163 173 164 101 197 132 256 225 337 298 388

（前年同期比） 13% 27% 57% -13% 63% 21% -24% 56% 23% 13% 32% 15%

（純利益率） 3% 7% 7% 7% 4% 7% 5% 10% 5% 7% 6% 8%

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成
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Appendix１～株主総利回り分析の補足解説（ファイナンス理論） 

（１） 株主総利回り（TSR）の分析について（ファイナンス理論） 

（２） 実際のマーケットにおける株主還元（配当、自己株取得）の考え方 

詳細は、以下の資料をご覧ください。 

https://www.nomura-ir.co.jp/ja/qnresearch/report_JP_Appendix1/main/0/link/JP_appendix1_20250806.pdf 

 

Appendix２～株主資本コストの見方 

（１） 株主資本コストとは 

（２） QUICK 株主資本コストの算出法 

（３） 具体的な活用方法 

詳細は、以下の資料をご覧ください。 

https://www.nomura-ir.co.jp/ja/qnresearch/report_JP_Appendix2/main/0/link/JP_appendix2_20250806.pdf 

 

 

 

https://www.nomura-ir.co.jp/ja/qnresearch/report_JP_Appendix1/main/0/link/JP_appendix1_20250806.pdf
https://www.nomura-ir.co.jp/ja/qnresearch/report_JP_Appendix2/main/0/link/JP_appendix2_20250806.pdf
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Appendix３～為替・金利・経済・産業・株式市場の動向 ★UPDATED 

 

○日米の株式市場の推移

○日米の長期金利の動向

○円/ドル相場と日米金利差

※上記の図表に関し、直近300カ月の計測期間は01年8月～26年7月、直近300週の計測期間は20年11月7日～26年7月27日

※上記の図表はQUICK Workstationで当研究所作成
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○製造業と非製造業の代表的指数の推移

○設備投資の先行指標である工作機械受注と、消費活動の推移

○主要旅行業者50社の取扱額、大型小売店販売額

※上記の図表はQUICK Workstationで当研究所作成
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○米国の物価と労働環境

○主な商品の価格動向

エネルギーの代表商品である原油、金融商品と産業材としての性格も併せ持つ金

幅広い産業・製品に使用される銅、ステンレス鋼鋳造や、幅広い産業で使用されるニッケル

※上記の商品価格に関する4つの図表の計測期間は23年9月22日から26年7月27日まで

※上記の図表はQUICK Workstationで当研究所作成
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○株式市場での位置

東証市場別PBR分布状況

企業数 構成比 企業数 構成比 企業数 構成比

0.5倍未満 59 3.8 260 16.6 6 1.0

0.5倍以上1倍未満 430 27.7 592 37.8 39 6.6

1倍以上2倍未満 619 39.9 455 29.1 171 28.9

2倍以上 443 28.6 258 16.5 375 63.5

ご参考：レポート対象企業

ＪＴＰ-(2488)  スタンダード   1.94倍

(注)データは26年7月27日現在

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成

PBR分布状況

プライム スタンダード グロース

市場別企業数 1,551 1,565 591

国内上場企業の時価総額順位 (億円、位)

順位 企業名 コード 時価総額 17 18 19 20 21 22 23 24 25

1 トヨタ (7203) 439,017 1 1 1 1 1 1 1 1 1

2 三菱ＵＦＪ (8306) 434,477 2 4 6 18 9 5 5 2 2

3 ＳＢＧ (9984) 291,019 4 3 3 2 7 6 15 10 3

4 三井住友ＦＧ (8316) 265,513 9 14 15 27 26 10 16 8 6

5 東エレク (8035) 261,724 39 60 35 20 6 21 7 14 8

6 ファストリ (9983) 254,418 21 9 10 6 17 8 8 6 7

7 キオクシア (285A) 244,141 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 190 42

8 日立 (6501) 221,789 26 38 26 30 21 19 14 5 5

9 ソニーＧ (6758) 218,450 11 6 4 4 2 3 2 3 4

10 みずほＦＧ (8411) 200,557 17 18 30 38 40 29 29 19 13

11 アドテスト (6857) 186,733 303 243 107 90 74 93 46 26 10

12 リクルート (6098) 185,462 22 17 9 12 4 13 10 4 15

13 三菱商 (8058) 177,215 19 15 22 33 25 18 11 18 11

14 キーエンス (6861) 172,556 5 5 5 3 3 4 4 7 16

15 東京海上 (8766) 159,246 34 25 29 34 34 23 24 15 22

16 伊藤忠 (8001) 158,370 37 35 32 26 24 16 17 11 9

17 ＮＴＴ (9432) 141,621 3 2 2 5 5 2 3 9 12

18 村田製 (6981) 140,414 38 33 23 16 20 31 30 38 35

19 三井物 (8031) 140,082 40 36 40 40 33 20 20 20 18

20 ＪＴ (2914) 132,960 6 13 19 29 31 26 23 23 21

21 三菱重 (7011) 128,367 106 91 91 127 164 84 67 25 19

22 ＫＤＤＩ (9433) 119,943 7 7 7 13 11 7 9 16 20

23 中外薬 (4519) 117,517 41 30 13 7 19 24 18 13 14

24 信越化 (4063) 116,559 20 29 18 11 8 15 6 17 25

25 ゆうちょ銀 (7182) 116,431 10 11 20 32 37 32 31 37 29

26 三菱電 (6503) 112,401 31 42 42 37 49 48 38 34 24

27 ＳＢ (9434) 110,824 　－ 8 8 19 16 12 19 21 23

28 任天堂 (7974) 98,591 12 20 12 8 15 11 12 12 17

29 武田 (4502) 92,022 18 37 11 21 29 17 27 29 30

30 パナＨＤ (6752) 88,469 30 47 53 49 50 51 51 51 52

ご参考：レポート対象企業

2,644 ＪＴＰ (2488) 83 2,447 2,628 2,475 2,689 2,923 2,831 2,819 2,669 2,610

(出所)QUICK Workstationで当研究所作成

各年末順位※計測データは26/7/27現在
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データの説明 

・株価高安値：表示期間中の株式分割等の影響は調整済み。市場変更があった場合には市場変更後の高安値を表示 

・PER（予想）・PBR（実績）：PER は株価収益率、PBR は株価純資産倍率の略。PER（予想）＝株価÷EPS（予

想）。PBR（実績）＝株価÷BPS（実績）。“－”（ハイフン）の表示は EPS・BPS がゼロもしくはマイナスの場合、EPS・

BPS が非常に少額で PER200 倍・PBR20 倍を上回る場合、EPS の予想値がない場合、変則決算のため PER（予想）の

算出が不適当な場合など 

・EPS（予想）・BPS（実績）：EPS（予想）は予想１株当たり利益の略で、普通株主に帰属しない配当を控除した予

想純利益を用いて算出。“－”（ハイフン）は利益予想がない場合。この算出に用いる株式数は QUICK が日々算出する直

近の普通株発行済株式数（自己株式除く）を使用。BPS（実績）は直近実績の１株当たり純資産の略で、QUICK が

日々算出する１株当たり純資産を使用。株式分割等の影響は遡及修正している。 

・配当利回り：1 株当たり年間予想配当金÷株価。“－”（ハイフン）は配当金予想がない場合、変則決算の場合 

・年間予想配当金：株式分割等の権利落ちがあった場合には遡及修正した 1 株当たり配当金を表示。“－”（ハイフン）は

会社予想がない場合、変則決算のため年間配当金としての表示が不適当な場合 

・普通株発行済株式数：QUICK が日々算出する直近の普通株発行済株式数（自己株式含む）を表示 

・普通株時価総額：株価×上記の普通株発行済株式数 

・株価チャート：表示期間中の株式分割等の影響は遡及修正済み。また、市場変更があった場合は新旧両市場の株価を

連続的に描画している。 

・業績データ：会計基準の変更などに伴う過年度決算数値の遡及修正は会社が開示している範囲内で反映している。純利

益は親会社株主に帰属する当期純利益。米国会計基準、国際会計基準において非継続事業が発生した場合は、原則

として純利益を除き継続事業ベースの数値を表示 

財務関連データおよび指標 

業績データおよび指標の傾向を分析するが、原則として、同社の会計基準の変更や収益認識基準の影響額の調整などは行

わず、分析している。 

株式会社 QUICK からのお知らせ 

・本資料は、本資料の対象会社、株式会社 QUICK および野村インベスター・リレーションズ株式会社の 3 社間の契約に基づ

き、株式会社 QUICK が作成したものです。 

・本資料の執筆者は、対象会社の公表済み事実・情報、並びに一般に入手可能な情報の範囲で、正確性・客観性を重視

して分析を行い、本資料が読者にとって有益なものとなることを目的として、本資料を作成しております。ただし、株式会社

QUICK は本資料の作成に当たり対象会社からスポンサー料を受領しているため、本資料の執筆者は対象会社から独立した

立場にありません。 

・なお、株式会社 QUICK は本資料の正確性・客観性を確保する態勢を整備しており、対象会社は事実誤認による記載に

ついてのみ本資料の訂正を要求できるよう定めております。
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有価証券の保有に関する開示 

株式会社 QUICK または本資料の執筆者は、対象会社の発行する有価証券を保有していません。 

免責事項 

・本資料は、投資判断の参考となる情報の提供を唯一の目的としており、投資勧誘を目的とするものではありません。株式・

債券等の有価証券の投資には、損失が生じるおそれがあります。投資判断の最終決定は、お客様ご自身の判断で行ってい

ただきますようお願い致します。 

・本資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて株式会社 QUICK の一部門である QUICK 企業価値研究所が作成した

ものです。同研究所は、同研究所が基にした情報およびそれに基づく同研究所の要約または見解の正確性、完全性、適時

性などを保証するものではありません。本資料に記載された内容は、資料作成時点におけるものであり、予告なく変更される

可能性があります。 

・本資料を参考に投資を行った結果、お客様に何らかの損害が発生した場合でも、株式会社 QUICK は、理由の如何を問わ

ず、一切責任を負いません。 

著作権等 

本資料に関する著作権を含む一切の権利は、株式会社 QUICK または情報源に帰属しており、理由の如何を問わず無断で

の複製、転載、転送、改ざんおよび第三者への再配布等を一切禁止します。 

野村インベスター・リレーションズ株式会社からのお知らせ 

・本資料は、株式会社 QUICK、野村證券株式会社、野村インベスター・リレーションズ株式会社が共同で企画し、株式会社

QUICK が作成、野村インベスター・リレーションズ株式会社が配信をしています。よって、本資料は、当社が正確かつ完全であ

ることを保証するものではありません。使用するデータおよび表現等の欠落・誤謬等につきましては、当社はその責を負いかね

ますのでご了承ください。 

・本資料は、株式等についての参考情報の提供を唯一の目的としております。銘柄の選択、投資の最終決定は、ご自身のご

判断でおこなってください。なお、本資料は金融商品取引法に基づく開示資料や外国証券情報ではありません。本資料は

提供させていただいたお客様限りでご使用いただきますようお願いします。 
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